


発刊にあたって

知力が支える未来の社会

世界がグローバル化する｢'１で、我々は急速に変化しつつある社会に直面している。

２１世紀は、現在、我が国を含む先進諸国と呼ばれる''１々が先導する「知の時代」となるであ

ろう。「知」を担うのは「人」である。「人」こそ「知の時代」の「主役」であり、「未来への

資産」を築き上げる大きな役割を111っている。日本は「知ﾉjが支える豊かな/Ｍ６社会」に貢献

しなければならない。そのためには、「人づくり｜、換言すると「人」が育つ「環境Iい)」こ

れこそが我々にとって最重要課題である。

そもそも「教育」は短期間で成来を期待するべきものではなく、１００年、200ｲ|<の長期的視野

に立って、地道な努力が続けられるべきものである。大学は「知的興味の探求｣、すなわち

｢学術研究」をする場であるのは事実だが、それと表裏一体の関係にある全人格的な発展の礎

を築くための「教育｣、さらには「学習」のための場である。そしてこれらの基本概念は過去

から現在ぃ未来へと果てしなく続くのである。

このような意味で「未来への常なる先M《者とな})得る人は大学で育つ」といっても過言では

ない。まさに大学は知力となる「人」を生み、育て、育つところであるｃもちろん「人づくり」

は、国のあらゆる分野で担わなければならないことであるが、大学がその中核拠点の役割を果

たすべきことを、敢えて強調しておきたい。

変革の渦中にこそ、求められる長期視点

第２次世界大戦後、我が国は、様々な産業の発展や、経済成長を経て急速に復興を遂げ、い

つしか先進諸|玉|の仲間入りを果たした。今まさに「知の時代」を迎えようとしていることを'二｜

党しなければならない。

現在、匡|内では改革のかけ声の下、「構造改革なくしてＨ本の再生と発展はない」とのキャ

ッチフレーズで様々な改変が断行されてきている。低|立入学の設置形態変史もその－つであっ

た。平成１６年４１１の法人化を契機に今、｜玉1京大学は改jlll〔の１１M｢|］にあり、荒波に立ち|h]かってい

る。負の面ばかりに目を向けると心が萎えるｃまさに変ＩＬｌ１１:のチャンスであるとjli1i極的に受けlこ

めるべきであろう。

ただし、重要なことを忘れてはならない。一連の変革の｢'－１には、技術、金融等はもとよ')、

人生をも含めて、あらゆる面でスピードばかりが要求される風潮が見受けられる。しかしなが

ら、スピードアップをモットーにした改変を強行すればするほど負の結果しか生まないものが

存在することが忘れられつつある。これは極めて危険であり、かつ大変不幸な邪態である。忘

れられつつあるもの、それはいったい(iljであろうか。

例えば社会資本や環境である。これらは、三世代、l1L1llt代先の人々と{1h値剛・責任・負担な

どを共有するべきものである。｜]本はもとよ})１１１三界はそのような多くの未来の資本や資産を抱

えている｡「人づくり」はその礎となるものであるｃ育ちゆく人が未来に向かって仕界、日本

へ貢献することになる。

現実問題を考える時、ビジョンに蛙づき、長期（l()()fMi位)、中期（5()年j:i１位)、短期（]0



年単位）計画でもって「人づくり」を実現にうつさなければならない。そこでは、継続性をも

った蓄積が必要であることは言うまでもない。人間は自己に「死」が必ず訪れることを自覚し

つつ、自己が存在し得ない未来のことを考え得る唯一の動物である｡それゆえ、他の動物とは

異なるのである。我が国が未来へと続く「知の時代」を先導していくことができるよう、そし

て将来において「尊敬され続ける国」であるために我々は何をするべきか。

「人づくり」なのではないだろうか。

２１世紀の大学の役割

さて、２１世紀の国立大学はその変革のチャンスに当たり、高邇な理想やミッションを掲げ、

そのあるべき姿を確認しなければならない。その前提として、日本の高等教育の将来を包含し

て語ることを含めての議論については、国公私立大学を通じてなすべきであることは十分承知

している。

しかし、この冊子は国立大学協会で作成するものであるから、例えばデータ収集の面一つと

っても、国立大学が議論の中心にならざるを得ないことについて、ご理解をいただきたい。議

論に当たり、国公私立の大学を設置者別に対比・区別するなどの他意もなければ、意図もない

ことを申し添えておきたい。

国立大学協会としては、「国立大学の存在意義」を議論するべきであり、その「存在価値」

があると信じ、かつそれを世に主張をするとするならば、その理由や根拠などを、現状や分析

を交えた上で示す説明責任があると認識している。それを通じて、多くの人々に理解をいただ

く必要があると考えた。さらに、積極的には、国立大学のサポーターとも言うべき応援者を増

やしていくことができれば幸甚であると考えたのである。

このようなことを契機に国立大学協会として、深い思慮と先見性をもって「国立大学の存在

意義」についての調査研究に着手した。「まえがき」にあるメンバーで国立大学に対して思い

をこめ、何度も熱心に議論をした。多忙な中、議論に参加し、本書を執筆・編集いただいた調

査研究協力者及び事務局企画部の諸氏に厚くお礼を申し上げたい。

最後になったが、この報告書の内容については、国立大学協会のすべての構成員の了解を得

たものではないため、その著作の責任は研究総括の専務理事である私が負うべきものであるこ

とは重々承知している。

是非ともこの報告書をご高覧いただき、国立大学の今後の発展のため、忌|軍のないご批判を

賜れれば幸いである。

平成17年３月

仕団法人国立ﾉﾋ学協会

専務理事

「国立大学の存在意義」に関する調査研究研究総括

松尾稔



まえがき

グローバル化の中で知識社会化という課題に答えるうえで、大学の役割がクリテイカルな意

味をもっていることは言うまでもない。そうした観点から、最近の中央教育審議会のいわゆる

｢グランドデザイン」についての報告など、日本の高等教育の基本的な設計に関する議論への

関心も高まってきている。国公私という３つの設置形態からなる我が国の高等教育システムの

中で、特に国立大学がどのような役割をもち、またどのように運営されるべきかといった点が

問題となる。また国公私という区別｢1体もなくするべきだという、「イコール・フッテイング」

論も提起されている。

しかし公私立大学と比べた国立大学の果たすべき役割をぃ厳格に抽象的なflll念のうえで表す

ことは極めて難しいｃ何よりも設置形態の別に関わらず、大学の理念は学校教育法に規定され

ているとおりであって、その中の特にどの部分が|玉１立大学に相当するといった規定はあり得な

い。また国立と私立の設置形態の問題は日本の高等教育制度の成立の時点から問題となってき

たのであり、また現在の国公私立の大学のあり方もそうした歴史的経緯に規定されている。無

論それは国立大学が不変であることを意味するものではないが、将来の姿もまた現在と全く切

り離して考えることはできない。

そうだとすればまず重要なのは、「1本の国立大学が今どのような状況におかれ、またどのよ

うな機能を果たしているのかについて、正確に認識しておくことではないだろうか。国立大学

の創設から130年、戦後新制国立大学の創設から50有余年を経て、国立大学の機能は日本の社

会のはたらきの裳に幾重にも織り込まれ、そのかなりの部分はもはや意識ざｵしていない。そう

したものも含めて現在の|玉l立大学がどのような役割を果たしているのかを、’''１１i広い視野から、

またなるべく客観的な指標を用いて分析することが、国立大学の将来の役割を考えるうえで不

可欠の基礎となる。

こうした観点から、国立大学の現在の姿を分析することを目的として、’五1大協に以下のメン

バーによる「'五|立大学の存在意義に関する調査研究」が榊成されたｃ

ここでの分析が、国立大学の社会的な機能についての'|'Fi広い理解の一助となり、また国立大

学の今後のあり方をめぐる議論の基礎となることを願うものである。

毅（筑波大学）

元久（東京大学）

信一（東京工業大学）

弘之（東京｣二業大学）

好孝（来京大学）

眞和（東京大学）

稔（'五|立大学協会〉
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;－１－１日本の学術研究に占める国立大学の役割

図表1-1に、世界の主要大学の学術論文数に占めるシェアの推移を示した。これは、2005年３

Ｈ８日現在のWcbofScienceに収録されている学術論文データに基づき、自然科学分野について、

１１上界の主要な大学名で検索、整理したものである。これをみると論文発表数では東京大学がハ

ーバード大学に続いて世界第２位、京都大学が最近では第７位につけている。日本の大学のう

ち有力な大学ではシェアを拡大しつつあり、かなり健闘しているといってよいであろう。なお、

論文数に関するデータは、機関名の表記のゆらぎなどのため、正確さには難点がある。日本の

有力大学のおおまかな傾向をみるにはこれでｉＭ･分だが、大学別の詳細な分析には適さないＣ

そこで、以下ではある程度情報が整理されているISlBssentialSciencelndicatorsにより分析を

行う。

図表1-1学術論文数に占める大学別シェア自然科学
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1.二ｊ日本の学術研究に占める国立大学の役割



(１） データと分析方法

ISIEssentialSciencelndicatorsにより、ロ本の大学・研究機関の学術研究の活発さを調べる。

このデータベースは、世界の各分野の論文の被引用数の上位１パーセントに位置づけられる論

文を抽出し、その論文について機関名などを紺寄せして統計を算出している。したがって、単

に論文数で分析する場合よりは、ある程度質の高い論文を対象としていることになる。なお、

対象期間は２００４年ｎ月までの過去１０年間である。

分析対象は、全分野および日本が上位に位置づけられる８分野とする。このため、Coun[ry
Ranking3（|工|ランキング）によって日本が上位に位置づけられている研究分野を抽出する。な

お、世界の国別順位の上位の分野から、順位が|可じ場合には被引用数（総数）が上位の分野か

ら､itぺた（図表1-2)。

図表1-2日本が上位に位置づけられる分野

■▼」

世界１１頂位論文数被引用藪数平均被引用数順位 分野

１化学

２生物学。生化学

３材料科学

４エンジニアリング

５物理学

６薬学。毒性学

７臨床医学

８分子生物学。遺伝学

９生物学。遺伝学

１０神経科学。行動

２
２
２
２
３
３
４
４
４
４

113,530

61,278

44,721

61,097

108,335

20,000

150,816

23,646

23,266

２５，０３６

847,314

729,648

180,759

162,347

711,949

138,542

1,197,753

443.521

428,430

287,756

7.46

11.91

４．０４

２．６６

６．５７

６．９３

7.94

18.76

18.41

11.49

したがって、分析対象分野は、化学、生物学・生化常、材料科学、エンジニアリング、物理

学、薬学・毒性学、臨床医学、分子生物学・遺伝学の８分野および全分野となる。

その上で、分野別にInstitutionRankings（機関ランキング）を調べ、－ｋ位に出現する日本の大

雷・研究機関を抽出した。なお、データは英語の略称で示されるため、日本以外に所在する機

関を含む全ての機関について、所在地が'二|本であるか否かを調べ、日本の大学・研究機関につ
いては日本語表記を調べた。

（２）全分野

全分野の被り1用数が多い日本の大学・研究機関上位50機関を図表1-3に示した｡上位８位まで

の全てを国立大端が占め、上位20機関のうち17機関、上位50機関のうち２８機関を国立大学が占

めている。東京大学は11k界全体で14位、京都大学こは31位、大阪大学は35位と、これらの大学は

世界レベルでも上位に食い込む総合的な研究能力を有しているといえる。東北大学、名古屋大

学は、これらの大学に続いて１ｆｔ界]００位以内にランキング入りしている。

伝統のある旧設国立大学が上位を占めているだけでなく、戦後新設された大学もランキング

に入っている。また、奈良先端科学技術大学院大学のような歴史の短い大学でも、ライフサイ

－２－



図表1-3日本の大学・研究機関上位5０（全分野）

国内''1頁位 世界'11頁位大学・機関名 論文数被引用数平均被引用数
東京大
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熊本大

岡山大

新潟大

産総研（＋電総研十物質工研）

１
２
３
４
５
６
７
８
９
０

１
１
１
１
１
１
１
１
１
２

４
７
７
０
９
２
９
０
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０
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６
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３
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８４８

８．１０

９０５

９．２７

１１．０８

１０２３

６．３３

８．７７

3．３６

大阪市立大

国立がんセンター

徳島大

東京理科大
群馬大

岐阜大

Ⅲ頁天堂大

長崎大
東海大
信州大

１
２
３
４
５
６
７
８
９
０

２
２
２
２
２
２
２
２
２
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７
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６
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７
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０
０
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９
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９
０
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０
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９
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７
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４
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１５．５４

７７１

７．００

７．２２

7.30

13.46

７．１２

９．３４

６８１

横浜市立

都立大

ＮＥＣ

高エネ加速器機構

自治医科大
三重大

物材機構

埼玉大

昭和大
鹿児島大

１
２
３
４
５
６
７
８
９
０

３
３
３
３
３
３
３
３
３
４

４
１
５
１
３
５
１
５
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０

３
４
４
６
６
６
９
９
９
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５
５
５
５
５
５
５
５
５
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６
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１
５
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９
７
７
７

８
２
１
４
８
９
４
７
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９
０
５
２
４
７
５
７
５
３
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１
７
７
Ｊ
７
Ｊ
Ｙ
ｐ
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３
５
４
３
３
４
６
４
３
５

３
７
５
９
０
７
６
６
６
１

３
５
８
７
８
８
６
２
８
４

９
０
８
０
９
－
Ｊ
８
５
４
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１
２
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２
１
０
９
９
７
７
７
５

４
４
４
４
３
３
３
３
３
３

1０７７

８．３６

９．２９

１２３５

１１．４６

８．２９

５．７８

７．８６

１０．５１

６６３

東京女子医科

ＮＴＴ

早稲田大

名古屋市立大
京都府立大

山ロ大

帝京大
奈良先端大

都臨床医学総合研
東京農工大

１
２
３
４
５
６
７
８
９
０

４
４
４
４
４
４
４
４
４
５

６
０
４
６
２
５
２
５
７
１

１
２
２
２
３
３
５
５
５
６

６
６
６
６
６
６
６
６
６
６

３．７７７

５，１００

５８４７

４．０７８

３，６４４

５,８３０

３，６２５

２，２４３

１，２２８
５２８５

３５，３６９

３５，１００

３４，６０７

３４，４６３

３４，１５５

3３，６２０

３２，４６４

３２，３０９

３２，１６１

３１，４３８

９３６

６．８８

５．９２

ａ４５

９．３７

５．７７

８９６

１４．４０

２６．１９

５．９５

注）産業技術総合研究所（産総研）は統合前の機関のデータと混在しているので、ここでは参考値
として有力な旧組織を含む合計値を示した。
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エンスに強みを持っていることから、ランキング入りをしている。なお、以下では、第２次世

界大戦前のⅡ二|制度においてすでに大学として存在し、そのまま新制の国立大学に移行した大学

を「旧設|玉|立大学｣、戦後新設された国立大学もしくはl1111iU度下ですでに大学として存在して

いた場合でも、新たに他の分野とともに新制の大学として発足した国立大学を「新設国立大学」

と呼ぶこととする。ただし、データベースが自然科学系分野を中心とするものであり、人文・

社会科学系分野ば実質的には分析できないため、人文・社会科学系のみの大学は除外する。

データベースの性質上、医学および生物学関連分野の論文が対象となりやすいという傾向が

ある。そのため、医学系、薬学系の大学・研究機関、医学系に強い公私立大学がランキングに

入りやすく、国立大学以外では、そうした特色を持つ有力な研究機関や大学が入っている。そ

れ以外では、理化学研究所、ＪＳＴ（現・科学技術振興機WliIi)、ＮＥＣ（日本電気)、物質・材料研

究機構、NTTがランキングに入っている。産業技術総合研究所は、｜ﾛ工業技術院傘下の組織の

統合があったため、旧研究所や統合後の産業技術総合研究所が混在した形で示されているが、

新旧の有力な機関を合計すると２１位に相当する。国立の研究機関では、理化学研究所、産業技

術総合研究所、物質・材料研究機構が有力な機関であるが、それでも理化学研究所が９位に入

り健闘していることを除くと、｜[]設国立大学には及ばない。国立大学の生産性の高さが示され

ているといえよう。

図表1-4に、｜晄界の上位1Coo機関までに位置づけられるｎ本の大学・研究機関を整理した。

日本の大学・研究機関で世界の上位１０００位までに入るのは91機関である。上,位50位以内には国

立大学が３校、上位100位までには5校が入っており、国際的にみても優れている大学である。

世界上位１０００位までに旧設国立大学の全て、新設国立大学のうち29校、大学共同利用機関が６

機関入っており、日本全体の91機関の約半分を占める。戦後新設された新設|垂|立大学も国際レ

ベルで成果を上げているといえる。
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図表1-4全世界の上位に位置づけられる日本の大学。研究機関（全分野）

全世界順位ﾐﾂﾞ|日設国立犬｜新設国立犬パ共同利用研|:'公立大学！“私立大鴬“研究機關；民間～計累計
１５０Ｒ３３

．
、
■

B

東京、京都、
大阪

5２51-10Ｃ ２

東北、名古屋

’
６
可４101-200 ３

九州､北海道、
東工

碑研

I,

□
』

１201-300 ２

筑波、広島 ｣BＴ

２Ｕ

Ｐ
□
●１

慶應義塾

７

干葉､神戸、金

沢､東京医科歯

科､熊本､岡山、
新潟

301-4DＣ

７ 2７２

束京理科、
順天堂

３

徳島．群馬、
岐阜

401-500

大阪市立 国定がんセンター

鞭２

横浜市立、
東京都立

３

東海､自治医科
､昭和

1１１

高エネ加速器
機積

501-60Ｃ ４

長崎、信ﾘﾄ’
三重、埼玉

物材機構 ＮＥＣ

1F１ 5７２

東京都鯨床医

学総合研究所
原研

３

名古屋市立、

京都府立、
大阪府立

７

束京女子L医科．
早稲田､帝京、

久留米､北里、
日本､近畿

讓鼻膿卜稠
６０MinlO

NTT

梢 7Ｆ２

札幌医科、

姫路工(環,兵
庫県立）

a

兵庫医科、

東邦､関西医科

４

癌研究会、

大阪バイオサイ

エンス研究所、

電総研(現,産

総研)、

物質工学工業
技術研究所
(現･筐総研）

４

鳥取、山形、

浜松医科、富

山医科薬科

７０１－８０[

日立製作所潰伝研

Ｃ
】 8．２

福岡､日本医科

１

愛知県がんセ
ンター

２

総研大、

宮崎医科

３

基礎生物研、

生理学研、
１日･宇宙科学研

801-90［

キリンビール

３

国立保健医療

科学院､産総研

東京都老人総
合研究所

1０１９．２

諸岡県立、
奈良医科

２

束京慈恵会医科、
京都薬科

３

京部工繊、滋
習医科、弘前

9０１－１０００

1４ ４９．1-1000累計’８ 1〔 210５919
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世界上位1000位までに入っている大学・研究機関の内訳をみると、機関数（図表1-5）で国立

大学（大学共同利用機関を含む）のシェアは478％である。論文数（図表1-6)、被引用数（図

表1-7）では70％以上を占めている。これを国公立研究機関、私立大学などと比較してみると、

国立研究機関（１日特殊法人研究機関等を含む）は全分野の全世界1000位に登場する機関が日本

全体の9.8％にすぎない。また、論文数、被引用数のシェアは、それぞれ8.2％、7.7％とさらに

小さくなる。私立大学は、機関数でZ1.7％を占めるものの、論文数、被引用数のシェアは、そ

れぞれ12.2％、11.6％となり、そのプレゼンスは必ずしも大きくはない。

このように、国立大学は日本の学術研究活動のかなりの部分を占めており、機関レベルでも

旧設国立大学のみならず、新設国立大学を含め、重要な役割を担っているといえる｡

図表1-5世界上位1000に入る日本の大学・研究機関の内訳（機関数）

８.その他の研究機関
5.4兜

９会社等
Ｚ(旧》特朧瀞くし~－４Ｇ％ l旧設国立大

８７乳

ａ国立研
６５船

告固守大2.新篇
－３２

籍
6兜

l1iiii篝;rii霧譲｛
鱗

5.私立

２１．７

4.公立大
１０．９暁

3.共同利用研
６５％

図表1-6世界上位1000に入る日本の大学。研究機関の内訳（論文数）

８.その他の研究機関

蕊

嶬議辮燧

立大

円起死

蕊
4.公
６ 蕊i霧藷讓鴎i議1－

3.共同利用研
１８帖

２新設周庁大
27.1％

図表1-7世界上位1000に入る日本の大学・研究機関の内訳（被引用数）

８.その他の研究機関

い
⑭

1.1曰設国立大
４４．０％

２４３恥
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(３） 分野別の傾向

図表1-8から図表1-15には、日本の強い８分野について、分野別の日本の上位20大学・研究機
関を示した。国立大学（大学共同利用機関を含む）は、化学では13機関、生物学・生化学では
16機関、材料科学では12機関、エンジニアリングでは12機関、物理学では13機関、薬学・毒性
学では]]機関、臨床医学では14機関、分子生物学・遺伝学では15機関を占めており、国立大学
が研究活動の主要部分を担っていることがわかる。

特に、旧設国立大学のみならず、個別分野では各大学の特色を生かして新設国立大学も｣三位
に食い込んでいることがわかる。

化学（図表1-8）では、｜日設国立大学が並ぶほか、

ている。また日本国内上位８大学（全て国立）は、

的に見ても非常に優れている。

京都工芸繊維大学などもランキング入りし

世界ランキングでも50位以内であり、国際

図表1-8日本の大学・研究機関上位2０（化学）

国馴I歌、世界順位大学鍵｡機関名～ 糺粉２－蕊i6ii
論文数被引用数、平均被引用数

東京大

京都大

大阪大
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２
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６
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８
９
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４
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９
６
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７
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３
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９
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９
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９
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７
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９
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０
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１
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３
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５
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０
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１
１
１
１
１
１
１
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物質エ学工業技術研（現・産総研）
ＪＳＴ
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広島大
筑波大
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慶應義塾大
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京都工繊大

５
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０
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２
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生物学・生化学（図表1-9）では上位20のうち１６機関が国立大学で占めており、対象とした８

分野の中で最も国立大学の貢献が大きい分野になっている。国内上位５位までの国立大学は世

界ランキングで１００位以内と国際的にも健闘している。

図表1-9日本の大学。研究機関上位2０（生物学・生化学）

被引用数平均被引用数国内順位世界順位大学・機関程 目而>Ｑ貞汎

１６．６２
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11239
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筑波大

東京工業大

東京医科歯科大

徳島大
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広島大

部臨床医学総合研

金沢大

昭和大

熊本大
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９９５
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６
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０
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８
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材料科学（図表1-10）では、東北大学が世界でも２位、京都大学が８位、大阪大学が10位と、

||本の大学の活躍が目立っている。また、’１１設国立大学のみならず、歴史の短い長岡技術科学

大学がランキング入りしていることにも注|｜したい。

図表1-10日本の大学・研究機関上位2０（材料科学）

論文数被引用数平均被引用数世界順位,大学・機関寝国内111頁位
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注）産業技術総合研究所（産総研）は統合前の機関のデータと混在しているので、ここでは参考値
として有力な旧組織を含む合計値を示した。
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エンジニアリング（図表1-11）では、旧設国立大学を中心に健闘しておl)、国立大学上tiE7枝

は世界ランキングでも１００位以内に入っている。

図表1-11日本の大学・研究機関上位2０（エンジニアリング）

国内順位 世界順位大学・機関名 論文数被引用数平均被引用数
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物理学（図表1-12）では、東京大学が世界ランキングでも２位と傑出しているほか、国立大

学上位８校が世界ランキング１００位以内に入り、日本の健闘が目立つ分野となっている。

図表1-12日本の大学・研究機関上位2０（物理学）

国内順位世界順位大学・機関名 論文数 被引用数平均被引用数
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薬学・毒性学（図表1-13）では、薬学などの分野を有する大学、研究機関がランキング入り

しており、相対的に国立大学のプレゼンスは小さい。それでも国内上位９位までは国立大学が

占めていゐ。富山医科薬科大学のような比較的歴史の浅い大学も６位に食い込んでいる。

図表1-13日本の大学・研究機関上位2０（薬学・毒性学）

論文数被引用数平均被引用数国内順位世界順位大学・機関名
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臨床医学（|X|表1-14）では、１１本が相対的に弱い分野であるが、国立大学が20機関中14機震

を占め、検討している。国際的にトランスレーショナル・リサーチへの期待が高まっている中

で、ゲノム科学や薬学等とも関述しながら、今後の活発化が期待される分野である。

図表1-14日本の大学・研究機関上位2０（臨床医学）

論文数被引用数平均被引用数国内順位世界順位大学・機関宅
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分子生物学，遺伝学（図表１－１５）では、国立大学、大学共同利用機関が活躍しているが、奈

良先端科学技術大学院大学、｜宝|立遺伝学研究所、基礎小物学研究所などの佃ｌＺｌ=的な活躍が目支

っている。

図表1-15日本の大学・研究機関上位2０（分子生物学・遺伝学）

国内順位世界順位大学。機関名 論文数被引用数平均被引用数
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(４） まとめ

研究成果が学術論文としてまとめられるような学術研究の分野では、｜j）I･究成栄が学術論文としてまとめられるような学術WI究の分野では、国立大学が日本の学術

研究をリードしている。世界のトップレベルで活躍している大学も少なくない。また、旧設国

立大学のみならず、歴史の短い｢!【|立大学や大学共同利用機関なども個性を生かして上位に食い

込んでいる。
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2」産業界との連携

区lii[ﾉ〔学は、学術的研究のみならず、研究成果や大学のｆ|｣識ストックを活Ｈ１して民間企業等

と共|可研究を実施した1ﾘ、‘受託|ﾘ}究を実施している。また、研究成果の一部は論文のみならず

特許という形で現れるようにな})、特許を媒介として、経済の発展に寄与することが期待され

ているぅ

民間企業等との共同研究

民間企業等との共同研究については、平成15年度に79の国立大学で実施されている（図表1‐

16)。私}r大学では1Z9校が実施しているが、大学数は)'1倒的に私立大学が多いので、実施して

いる大学の比率では国立大学の〃が)｢{倒的に大きい。ＩＨＩ立大学は、産学連携においても中心的

(１）

役割を担っている。

図表1-16民間等との共同研究の実施機関数（平成15年度）
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国立の高等専門学校等を含む国立大学等の民間企業等との共同研究の最近の動向についてみ

る（図表1-17）と実施件数、受け入れ金額ともに伸びており、最近４年では件数で倍以上、金

額では３倍近くに伸びている。

図表1-17民間等との共同研究実施件数の推移（国立大学等）
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このような共同研究は大企業との間で実施しているだけでなく、中小企業との間でも実施さ

れている（図表1-18)。

図表1-18中小企業（従業員1人以上299人以下）との共同研究実施件数の推移
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件数ベースでみると、当初は少なかったものの、最近では1400件を超えている。これは全て

の共同ｌｉ川究の４分の１以上をIj7めている。科学技術政策研究所の調査報告「産学連携1983-

2001」（ｲ:}八j{:技術政策研究所・illiilｲ1門資料-96,2003）によると、1995年以降特に''１小企業が国立

大学と｣LlMll:禿を始めるケースが急蝋しておＩ)、｜韮lj1:大学:との共同研究は｢１１小企業にとっても

重要性を増していると思われる。

また、地域社会との連携も拡大している（図表l-l9L民間企業と大学等との地域内連携（都

道府県|ﾉjの連携）は、全共同研究実施件数の3596程度の水準を維持してお|i)、全共同研究実施

件数が増ｊⅡするのにつれて、地域内連携も拡大を続けている。また、「産学連携1983-2001」

によると、地域内の連携には地:域|ソ|;がみられる。北海道、東叶(、愛知、京都、大阪、福岡など

の|ロ設|:ｉｆｌ１?大学を有する地域では、地域内の共同研究のfﾄ数が入きいが、地域|ﾉﾘの国立大学等

が実施する｣桐研究全体に占める地域|人|共同研究の割合でみると、大都市圏よ})も青森、静岡、

長野、富'１１、島根、香川などの地域で大きく、地域内の1'１小企業が地元の|工|立大学との共同研

究を開始するケースが増加している回

図表1-19地域内連携共同研究実施件数

件

〆
1６００

1,410

羽
〆

１４０Ｃ

ﾕ⑤Ｌ￣

〆

１回010 1,107
＝訂

ケ
仙
瓜
Ⅷ
】

■
Ｂ
Ｂ
Ｂ
■

Ⅱ■■－

〆

1０００

8４１
－

8４１
－

１
１

7４１〆

8００

鷺ｎｉ
●、､己〆

6００

４８８認
４０２４．３２－ｚｉｉｗ

２７５鴬篇liWliiil-i-1l

ｒ
ｘ
Ｈ
ｊ

戯
．
寒
無
鯉
謝
郵
軒
容
エ
リ
恥
咄

〆

４０Ｃ

,ファ203ＦＷｌＩｌｉ

愚鯛雛

Ｐ
ｐ
Ｔ
＄
ワ
証
囚
■
Ｈ
■
Ｋ
Ｈ
Ｎ
Ｈ
Ｈ
ｐ
●
閂
戸
■

２０Ｃ

Ili２０５２
.￣1.風-－ Ｍ 巳一■■

白与

N霊 蛍2１

『
１

Ｉ ID■■ ｢￣

【0

平1３昭5８昭6０昭6２平元 平５ 平７ 平９ 平1．平３

1４

１，４１０

／

／’

／
￣

２綱農鱗Jiiillj[Ｉ

1,107

m一

蝋'''１１１

８４１
二二コ

6５８
傍司１

一



また、共同研究を分野別にみると（liXl表1-20,1-21)、ライフサイエンス、ナノテクノロジ_、

環境などの分野の共同研究が特に多い。なかでもライフサイエンス分野の尖|司研究は急速に(｢'１

びている。

図表1-20民間等との共同研究の分野別研究状況（平成１５年度：国立大学等のみ）
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図表1-21民間等との共同研究の分野別研究状況の推移（国立大学等のみ）
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共同研究の相手企業の産業別（１列表1-22）では、化学、電機、一般機械が特に多く、また伸

びも大きい。なかでも化学は伸びが大きいが、化学には製薬が含まれること、ナノテクノロジ

－分11丁の共同研究の拡大などの要因が重なっているのだと思われる。また、「産学連携1983‐

20011によると、ハイテク分野での地域内の連携、特にハイテク中小企業との連携も活発であ

る。この場合、地域に立地するハイテク中小企業の特性、地域内の国立大学の個性などを反映

して、多様な連携がみられるｃ

図表1-22ハイテク産業における共同研究実施件数

件

７０Ｃ

６０Ｃ

一・一化学エ業

一層一一般機械器具製造業

一一電気機械器具製造業

→←情報通信機械器具製造業

一熟←電子部品・デバイス製造業

－．－輸送用機械器具製造業

５０に

４００

3,0

一侍精密機械器具製造業

一情報サービス業

｢

2００ ／
／ゲ

j､「

１０Ｃ
、『

－

￣

矛､一
０

鐵較鍛雛鱒鉾勢鮮弊鉾

1６



共同研究における相手先の機関が多様であることもllHlW<学の社会との連携の特色である

(図表1-23,1-24)。民間企業のみならず、地方公共｢(１１体や公益法人等との共'１１研究も多く、公

的セクターへの協力の点で、’'１１Ｍ:学は一定の役割を果たしている。

このように、共同研究を中心とする産学連携は、ツ|;常に活発になってきているが、単に大企

業を相手とするものだけでなく、中小企業やハイテク企業、地域の中小企業、地域の公的機関

との連携など、多様な展開をしている。特に、地域社会への貢献の観点では、｜王位入学が全国

的に展開しているメリットを生かして、地域社会の個性的な発展に寄与している様了が理解で

きる｡

図表1-23相手先機関別件数（平成１５年度）
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図表1-24民間等との共同研究相手先機関別受入金額（平成１５年度）
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このような展開をする上で、現場で重要な役割を果たすのが、大学と地域社会、産業界をつ

なぐ窓|］やチャネルである。凶立大学では、ＴＬＯ（技術移転機関)、共|ﾛ]研究センター、ベン

チャー．ビジネス。ラボラトリーなどを整備してきた。ＴＬＯは国立大学のみに設置されるもの

ではないが、国立大学の取組みは、特に積極的である｡承認TLO37機関のうち30機関は国立大

学に関係するものである（図表'-25)。また図表1-26に|X|示したように、共同ｲﾘ｢究センター、ベ

ンチャー．ビジネス．ラボラトリーなど、地域との連携の拠点となる施設は、全国に広がって

おI)、lKlji｢:大学が地域社会と密接に連携する基盤となっている。国立大学法人化以降は、これ

らの組織を改編し、より柔軟に社会との連携を進めていこうという動きもみられ、産学連携、

地域社会との連携はいっそう活発になっていくと思われる。

図表1-25承認TLO数（平成１６年４月現在）
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(２） 特許

特許は、大学が経済活動に結びつく可能性のある研究活動をどの程度まで展開しているかを

示す指標として重要である。大学で生まれた発明は、特許の形で対外的に公開され、そのうち

有用なものは、企業等に対してライセンスされ（技術移転)、実用化を目指してさらに開発が

進められることになる。

国立大学でどの程度の発明がなされているかを示したのが図表1-27である、国立大学では、

発明があった場合、発明委員会等に報告し、発明の取り扱いについて審議される。この報告を

発明のディスクロージャーというが、平成15年度には国立大学のデイスクロージャーの件数が

69787件であった。発明の件数では公私立大学を大きくしのいでいる（図表1-27)。国立大学に

おける6`787件の発明案件のうち１，０００件以上が機関帰属と決定された。図表1-28に示すように、

最近は、発明の開示件数、機関帰属の発明件数ともに急速に伸びている。

図表1-27発明委員会における発明の審議状況（平成１５年度）
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図表1-28国立大学等の発明状況の推移
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このように機関帰属と決定された発明のうち、さらに調査や研究を進めた上で、適切なもの

を特許として出願していくことになる。特許ＩＩｌｉ願件数でみると国立大学は国内900件、海外400

件以上のllllIliiHが行われている（|X|表1-29)。また、時系列でみると、国立大学のlIill人]特許出願件

数は急速に{''１ぴている（図表1-30)。

図表1-29特許出願件数（平成１５年度）
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このように国立大学における発明のデイスクロージャー、機関帰属化、特許としての出願は、

急速に伸びてお|)、非常に活発である。この分野でも国立大学は先導役を果たしている。

なお、国立大学法人化に伴い、共同研二発をはじめとする産学連携の仕組みには、いろいろと

変更が生じている。その結果、産学連携はいっそう活発になっていくと思われる｡

データ出所

文部科学省「平成15年度大学等における産学連携等実施状況について

｢産学連携1983-2001」（2003年３月）文部科学省科学技術政策研究所

文部科学省「法律に基づいて承認を受けた技術移転機関（承認TLO)’
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国立大学は日本の近代化の初めから高度人材の育成を通じて日本の経済社会発展に寄与して

きたことはいうまでもない。もちろんそれは公立私立を含めて１１本の大学全体にある程度言え

ることであり、そこからもはや国立大学の教育に固有の役割はないという議論も聞かれる。し

かし国立大学は教育面においても重要な同有の役割を果たしてきたし、今も果たしている。そ

れを正確に認識することが必要である。

iＩ:11； 大学教育の質的スタンダード

グローバル化の中で、大学教育の質的な水準上昇が必要であることは言うまでもない。その

Lﾄ|で日本の大学教育は、様々な形で多様化を遂げようとしている。本年（2005年）２月に発表

された中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」は高等教育のユニバーサル･アクセ

スの進展に向かって､大学の機能的な多様化を促進する一方で、外部評価による質的水準の保

証を行うことを誼っている。高等教育の機能が多様化する中で、多様な大学教育の在り方が、

社会の多様なニードにより直接に応える大学教育を形成するうえで重要であることは言うまで
もない。

しかし他方で、多様化と最低水準の保証はそれのみでは、大学教育水準の全般的な向上をも

たらすわけではない。それとともに、高等教育の内部から、質的な水準の高度化を生み出すこ

とが求められる。国立大学はこれまでも、その研究水準とともに学部段階の教育改善に取り組

んできたが、さらにこうした状況の中で高度な学部教育を形成する中核となる役割を担ってい
る。

同時に大学教育の在り方は、日本の教育全体に対して重要な意味をもっている。特に日本の

学校教育は、社会の成熟化ととともにさまざまな問題も抱え込むことになっている。それに対

応して「ゆとり教育」が導入され、その可否が論じられているが、それ以前に考えておかねば

ならないのは、日本の子供の学習意欲が急速に減退していることである。最近発表された

OECDのPISA調査、および国際学力テストＴＩMSSの結果は我が国の子供の学力が低下傾向にあ

ることを示すものとして深刻に受け止められている。

この調査であらわれたのは、特に高校段階での学力の低下と、個人的な学力の格差の拡大で

ある。いってみれば、日本の高校生の学力は平均して低くなったばかりでなく、中程度の学力

をもった子供の学力低下が急速に起こっていることになる。特に深刻なのは高校生の学習時間

が極端に減少し、毎日の学習時間が３０分を割る生徒が過半数に達しているという調査結果も

ある。こうした現象は学校によるというよりは、むしろ社会全体における努力へのコミットメ

ントの低下、家庭の子供に対する要求の変化などによる、学習意欲の全般的な低下を反映する

ものである。

しかしそれだけではなく大学が、入学希望者を確保するために、入学に際しての学力試験を

実質的に行わなかったり、試験科日を極端に減らす傾向があることも重要な要因となっている。

これに加えて１８歳人口の減少によって実質的に入学者選抜が行われない大学も急増している。

これは－面で特定の領域で優れた学生を入学させるなどのプラスがあるものの、一般的には高
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校生に対する学習の要求を著しく減らした。これが大学入学希望者の問でも学習時間が大きく

低減した原因となっている。また学力｢１－１位，高位層においても、入試科目の数の減少によって

高校段階で獲得する知識の幅が極端に狭くなっている点も憂慮される。例えば工学部入学希望

者に対して物理学だけでなく、数学の試験も課されないケースも生じている。あるいは世界史、

日本史などについても高校生の知識は極端に少なくなっているといわれる。こうした趨勢は日

本の国民的な学力水準の将来を考える上で、極めて深刻な事態といえよう。

これまでも国立大学は入学試験の内容については、学習指導要領を十分に尊重し、高等学校

との協議をも密接に行うなど、入学者選抜の視点だけでなく、高等学校での学習に対する影響
について｜分な配慮を行ってきたが、上述の学力危機を深刻に受け止め、国立大学協会におい

て試験科目の減少を食い止めることを方針とすることになった。その結果として、国立大学へ

の入学試験の科目数はこの間、むしろ増加している。

2004年度入学試験をみると、大学入試センター試験で5教科7科目以上の受験を求める国立大

学は９３％にのぼっている（図表2-1几これに対して私立大学では4科目以上を求める大学を数
えても、全大学のほぼ1割に過ぎない。

図表2-1大学入試センター試験で５教科７科目以上を課す大学
（私立大学は4科目以上を出題する大学）
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学部大学

出所：文部科学省調べ

こうした差異はもちろん私立大学が、入学時の学力の要求を低く設定していることを必ずし

も意味するものではない。個性の豊かな人材を入学させるという目的にかなっている場合も少

なくないものと思われる。しかし他方で、入学者確保の必要が、日本全体の学力への配慮なし

に、学力試験の科日数の減少をもたらしてきたことも否定しがたいのではないだろうか。個性

化を重視するとともに、一定の標準を維持することが極めて重要であり、それを現在の教育シ

ステムの中で担っているのは国立大学である。それがなければ、日本の学力水準は、いわばFlFi

軸を失ったまま方向を見失いつつ、全体としてはさらに学力低下の方向へと押し流されること

になろう画
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iH2ii|高度職業人の養成

１節で述べた大学入学試験によって入学し４年制大学で学んでいる学生は、国公私立を合わ

せ大常院生も含めると270万人を超える。このうち、私立大学に約74％が在学していることか

ら、私立大学に対して国立大学独|とＩの存在意義は少ないという議論がある。しかし、修業課程

別にみれば、図表2-2に示すように、大学院生の約60％が国立大学に在学していることがわかる。

これは、国立大学が、専''１１職業人の養成、そして高度の研究者。技術者の養成に中核的な役

割を果たしていることを意味している。

図表2-2学部。大学院等の学生数一国公私別

(単位：人（）内は捲成比）
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(注）上記の外放送大学学園立の在学者数が94,923人。（含大学院） (平成16年５月１日現在）

出所:文部科学省｢平成１６年度学校基本調査速報版

次に、４年制大学の国公私立別学生数を分野Illjにみてみよう。図表2-3に示す学部段階（学士

課程）では、人文，社会等の学部では国jlf大学に在学する学生の比率はたしかに1割弱に過ぎな

図表2-3大学（学部）の分野別在学者数
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願高度職業人の養成
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い。しかし、理学・工学～農学などの技術・自然科学の分野では４割前後の学生が国立大学に

在学する。科学技術立国を標榛する我が国の理工系分野における人材養成においては、多くの

部分を国立大学が担っているといえる。さらに、社会へのサービス人材を養成する医学歯学．

教育では、］;[l工農以上に国立の役割は大きく、５割近い人材を養成している。我が国の社会・

経済に必要不可欠な人材は、大学の経営状況に左右されることなく、着実に養成していく必要

があることから、国立大学の果たす役割は大きなものであるといえる。これに対して、幅広い

多様性を持つ私立大学は、多種多様な建学の精神に基づき、運営上、社会状況の変化に敏感に

対応していく必要があり、それぞれの役目が異なると考えられる。

さらに、lXl表2-4に示すように、ｉ',薪度の人材を養成する大学院修｣盲課程では、どの分野におい

ても、瀧部に比べて国立大学のｲｉｉ学者数の比率が増大している。特に、理学・［学・農学・医

学歯学では、学生数の７割前後を|｣ZlTr大学が占め、教育|勵係では８割以上を,｣｢めている.この

ように、国立大学が科学技術立国たらんとする我がliilにおける高度技術者の大部分を養成して

いるといっても、過言ではないｃ

図表2-4大学院修士課程の分野別在学者数
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また、研究者や大学教員の養成が主たる目的となる博士課程（図表2-5）になれば、国立大学

の役割はさらに増大し、人文・社会科学系でも半数近くとなり、その他の分野では在学者数の

約７割以上を占める。特に、）91．工・農の博士課程の学生の85％前後は|垂|立大学に在籍してい

図表2-5大学院博士課程の分野別在学者数
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る。これは、後述するように、私立大学も含めた大学教員の多くを、国立大学において養成し

ていることを意味している。

このように、国立大学は、特に自然科学、技術系の分野で''１核的な人材を養成する役割を排し

たしてきた．図表2-4.,2-5は大学院における在学者数であるが、大学院在学'１－iの研究業績が評

価ざれ最終的に授与される学位について大学別にみると、全般に国立大学の授与する学位が多

く、粋に博士号（甲種）は非常に多いことがわかる。この状b[lを図表2-6に,｣くす。修二１２号授与数

が多くても博士号授与数が少ない私立大学に対して、国立大学では惨_ヒサ数と博士+｣-数の授与

数に相関がある。このことは、ほぼ全ての国立大学が、規模に応じた学位を授与し、高度職業

人や研究者の養成に貢献しているといえる．この」A〔について、歴史的に私立大学には不利であ

ると主張する私立大学関`係蒋も多いが、現在でも|玉|立大学の果たす役割が大きいことは明らか

である。

図表2-6修士号。博士号授与数の分布（平成１１年度）
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注：博士号授与数がゼロの場合も授与数１として示してある
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近イド制度が発足した専門職ﾉ〔学院についてみてみると、法科大学院やＭＢＡなどの多岐の分野

にわたって専門職学位課程が設liftされてきている。；|了'１度の発足から間もないため、専門職大学

院については、修「後の匡|家試験合格率等が明らかでない。このため、現段階では、高度専門

職養成に来たす役割については/i《|ﾘ｣瞭な部分がある。平成16ｲﾄﾞ度の在学者数を分野別に図表2-7

に']くすと、現段階では、主な分野が法科大学院やＭＢＡであるため、ほとんどの在学者は社会科

学系であ})、に|立大学が約３割を占めているo法曹養成は、医師・教員の養成と同じく、社会

へのサービス人材の養成であり、IlZl家として最@低数の養成については国立大学が果たしていか

ねばならない役割と考えられる。現在の法科大学院との頂接の関係はないが、これまでの司法

試験結少ＩＬをみてみよう。平成|()ｲ|こから14年までの５ｲ|皇l1Hの司法試験合格者数は、総計で4968名

にのぼるL,法学系の学部には、私人Z大学に88％近くの学生が在籍しているが、ｉｌｊ法試験の合格

音で見ると、国立大学が2401名（483％）となっておし)、法科大学院のような専門職大学院制

度が発足する以前から、この分野では国立大学が大きな役割を果たしてきているともいえる｡

図表2-7大学院専門職課程の分野別在学者数
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!』』学術面でのリーダーの育成

２節で述べたように、博士号等の学位授与では、ドizl1>:大学が果たす役割は非常に大きい。こ

うした背景から、特に学術ji)|:先分野において、日本の知の発展の中核的な人材を養成する中心

となってきたのも国立大学である。

まず、Ｆ１本の大学教員についてみてみれば、教員全体の6496は国立大学のｌＩｌ,身者である。図

表2-8に、lIil公私立を問わず大学教員全,体の出身大学を1ﾘ了持する学位別に示す。大学設置基準で

は、教授の第一義的な資'格を、博:|身号を有し研究｣､の業績を持つ者としている。この博'二号を

持つ者のみを選んで集計すれば、’'2位入学出身の割合は73％になる。前述したように、国立大

学の博|:課程在学者の多さは、大学教員の国立大学ＩｌＩ身粁比率と相関があるものと考えられる。

図表2-8大学教員の出身大学別博士号所持者（外側円）

修士・学士号所持者（

(平成8年度現在）

一
ユ
｜
ユ
｜
ユ

国
公
私

ロ
ロ
日

外周：博士号所持者
内周：.修士・学士号所持者

出所：学術情報センター研究者データベース

これについても、‐博士課程を臓史|'|<ilに保:ｲﾘしえなかった私立大学関係者には)｣L論があろうが、

国立大学が現在の日本の大学教１１の養成を担ってきたことは紛れもない事実である。

また、我が国の学術をリードする学会や協会において''１心的な役割を果たす、関係学協会の

理事等の役員の多くを、国立大学関係者が占めている。そのうち、日本学術会議に登録されて

いる1,719学協会の代表者（会長等）について、代表者の職名を国公私立大学または企業・独立

行政法人等のその他について分類したのが、図表2-9である。学協会の分野をIHIわず、約３割前

図表2-9日本学術会議・国内関係学会の代表者の所属大学（平成16年）
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後を国!Z大学:の教員（名誉教授含む）が占めている。２～４割を占めている私立大学の教員で

あってもlKl,〃〔学出身者が多いことを考慮すれば、学術関係の学協会代表者に占める国立大学

出身者の11訓令は非常に高いことがわかる。

さらに、｜,Ｉ様にして、学術関係の受賞者について、受賞時の職名で国公私立大学と企業・独

立行政法人等のその他について介狐してみると、やは})ﾄﾋﾞ|立大学教員が占める割合が圧倒的に

高いことがわかる。図表2-]Ｏに、平成７年～平成16年の紫綬褒章・文化勲章・文化功労者・日

本学士院賞の学術関係受賞者の分類を示す。どの賞であっても、国立大学教員略誉教授含む）

が６割以'２を占めている。定年後私京大学や独立行政法人等に奉職した者等を考慮すれば、国

立大学|||身祈の占める割合は史に,(liまると容易に推i1Uされる。このように、現ｲ|常の日本の学術

的なリーダーの多くを|至位大学が養成してきたのである。

それぞれの私立大学が、馳岸:の粘ﾈ''１に則ｌ)、その特１Ｍを''１かした個性のある教育研究を行っ

てきている。今日、私立大学の多様性が増す中であっても、Ｌ|本の学術研究を支える役割を果

たしている私ｆ入学が多いことも、紛れもない事実である。しかし、我が国の学術的な知的資

産を支える上で、それにも増してlii1立大学が果たしてきた極めて重要な役割が改めて認識され

る、

図表2-10紫綬褒章・文化勲章・文化功労者。日本学士院賞の学術関係受賞者の

授与時における職名による分類（平成7～平成16年）
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出所:国立大学協会事務局調べ

I4il国際社会への人材養成を通じた貢献

ｌ宝位大`ｻﾞ:は、また、１重|際ｌｌｌ９な''１核人材の養成にも大きな貢献をしている。図表2-11に示すよ

うに、１１本の大学院への留学｣|{全体のうち、｜主|立大学は7割弱を引き受けている。分野別に大

学院入学.,Ijfをみてみれば、人文・；｜'二会科学系においてｉＭ制以上の留学生がIilEli7:大学に進学し

ている。［栄では88％、農学では92％など、国立大学は、特に発展途上国の総済発展の基礎と

なる分野での人材養成の9割jliM度をＪ１き受けていることがわかる。このことは、国立大学にお

いて高度の専門教育を受けた人材が、帰国後に出身国においてリーダーとして中心的役割を担

うことを、意1床しているといえる．
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図表2-11留学生の分野別大学院入学者
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このような学生交流に限らず、研究者の相IFiz交流や匡|際共|司lUl:究等のために、大学間におい

て結ばれるものに、大学等間交流協定締結がある。平成15年10月現在で、交流協定を96.7％の

国立大学、80.5％の私立大学が結んでいる。大学等間交流協定締結の年次推移を設置者別に示

したものが、図表2-[2である。国公私立入学を問わず、近年の'五|際化の波を』受けて、交流協定

は増えており、過去１０年間で３倍以上に増えているパー大学当たりの交流協定数は国公私立大

学それぞれ514件、５２件、109件であり、大学等間交流協定締結を結んでいる大学に限ってみ

れば、国公私立大学それぞれ53.1件、６３件、135件であるｎＩ玉lTZ大学が圧倒的に多くの協定を

結び、世界各地の''１Fi広い国と人材交流や共同研究を実施している実態がみてとれる。

以上のように、学術交流や人材交流の観点から、匡|立大学が、多人な|玉l際貢献を行ってお|)、

国際社会のに'二'で我が'玉Iのビジビリティを高める役割をも果たしている。

図表2-12大学等交流協定締結の年次推移（平成15年１０月１日現在）
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'５１地域社会への人材養成を通じた貢献５

地;|或ｲ|:会において国立大学は、地域で活躍する人材を１１]M広い分野で養成している。図表2-13

に、平成１４ｲ'１度の各地域における分野別設置者別の学部入学定員数を示す。

図表2-13学部の分野別地域別入学定員数一国公私別（平成14年度）
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私立大学の入学定員のうち、全国的にみれば人文社会科学が６割以上を占め、各地域でみて

もほとんどの地域で人文社会科学が６割以上を占めている。理学や農学、教育の分野では、私

立大学の入学定員がない地域も多い。これに対して、ｌＩＨ１ｉ７１大栄は、どの地域であっても、全て

の分野にわたって人材の養成を行っており、３大都ＴｌｆＩ藩|を除く地域にあっては、社会的サービ

ス人材の養成を行う保健や教育の分野で私立大顎を上'１:||ろ入学定員をもつところも多い。この

ように、地域社会における''１高広い分野での人材養成に関して、国立大学が果たす役割は重要で

ある。

人材養成のみならず、各都道府県等の行政機関においても、国立大学教員は砿要な役割を果

たしているといえる。一例として、宮城県を例に取ってみよう。図表2-14に、１;V城県における

審議会等の委員を務める大学関係者を設置者別に示す。委員のうち国立大学教11が'1Jめる割合

は過半数を超え、｜+1心的役割を来たす委員長等に限ってみれば、国立大学教典が1｣Tめる割合は

7割に達している。この状U[lは、寓城県に限らず、他の都道府県についても411てはまるものと

思われ、特に、人口密集地域以外の都道府県では、この傾向はさらに強いものと推測される。

図表２１４宮城県における審議会等の委員を務める大学関係者（延数）

（平成１６年４月１日現在）

ニ
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ユ
｜
巫

国
公
私

□
ロ
ロ

外周,

内周．

｡委員数

．会長等数（内数）

出所：宮城県資料

また、地域の経済や産業においても、国立大学出身者が重要な役割を果たしていることば想

像に難くない。全国商工会議所の理事を各都道府県等の商工会議所会頭が務めている。この名

簿から、杵都道府県等の商工会議所会頭の出身大学を設置者別に示したⅨ|表2-15から、３分の］

以上を国立大学出身者が占めていることがわかる。

－９３－



図表2-15各都道府県の商エ会議所会頭の出身大学（平成１５年６月）

□同市大学

□公立大学

□私立大学

□その他

国商工会議所名簿’

以上のように、地域社会において、｜

行政や経済・ﾉ>腱業の中心的役割を果た

献を果たしてきたことを意味している．

に、地域社会において、国立大学は、新たな人材養成の観点に限らず、歴史的に

)雅業の中心的役割を果たす人材を養成してきており、地域社会の発展に大きな貢
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iiljl大学教育機会を保証する国立大学

国立大学はこれまで、家庭の経済背景、あるいは居住地域に関わらず、様々な領域での教育

機会を提供することによって、教育の機会均等を保証し、また優秀な能力が埋もれることのな

い社会をつくるために重要な役割を果たすものとして位置づけられていた。

例えば医歯系分野についてみると、国立大学・昼間部の平均学費が7Ｌ7万|リであるのに対し

て、私立大学・昼間部の学費は418.9万円とおよそ7倍になっている。これだけ高額の学費を負

担することのできる家庭は、当然限られてくるはずである。このことは、全国の'11:帯ii45～５４

歳の家庭を所得の低い方から5つの階層にわけ、それぞれの家庭の出身者の構成比率を示した

図表3-1によって明らかである｡大学教育に対して親の所得の影響が全くない、完全な機会均等

の場合には、各階層出身の学生の構成比は全て同じ20％を占めるはずである。しかし分析の結

果をみると、私立大学・昼間部の医歯系分野では、最も所得の高い階層の出身者が58％を占め

ており、最も低い階層の出身者は１０％、二番目に低い階層の出身者は3％に過ぎない。これに

対して国立大索・昼間部では、鮫も所得の高い階層の出身者が31％と相対的に低く、これに代

わって、蝋も低い所得階層の出身者（１４％)、二番日に低い所得階層出身者(14％）が多くなっ

ている。この結果から、医歯系分野における大学教育の機会均等を実現する上で国立大学の存

在は重要な役割を果たしているといえよう（図表3-1)。

図表３－１４年制大学・昼間部・医歯系の家庭の収入階層
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出所：平成１４年度学生生活調査
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知識社会の進展に伴って拡大しつつある大字院段階における教育機会の均等という点でも、

国立大学は重要な役割を果たしている（図表3-2)。修士課程全体では、最も所得の高い階層の

出身者の比率は私立大学の23％に対して国立大学では16％。逆に最も所得の低い階層の比率を

みると、国立大学（25％）の方が私立大学（20％）よ|)高くなっている。人文社会・理［・薬

学・農学などの主要な分野についても、同様の傾向がみられる。

図表3-2大学院修士課程在籍者の家庭の収入階層
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ｉ－ｊｉ…||大学選択と家庭の経済階層

医歯系分野や大学院と同様に、医歯系分野を除く人学昼間部の在学生の家庭の経済階層につ

いて、入学所在地別にみたものが次の1列である（図表3-3ル東京圏では、最も所得の高い階層

の川身者の比率は国立大学で27％に達し、私立大学（20％）を大きく上回る。その一方で、最

も所得の低い階層の比率は国立大学で13％であり、私立大学（１７％）よりも低くなっている。

つまり、医歯系や大学院修士とは異なl)、国立大学在学fl亘の出身家庭の方が、私立大学よりも

経済的に裕福であるという結果である。京阪神をみても、差はわずかであるとはいえ、国立大

学の方が私立大学よりも豊かな階層の出身者をより多く受け入れている。その他の地域につい

ても、｜韮|立大学と私立入学の問にほとんど差はなく、１二Ｋ|立大学が所得の低い階層を積極的に受

け入れているわけではない。つまり、ここでは国立大学の存在が教育機会の均等を実現する上

で機能しているとはいい難い。
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図表3-3大学昼間部学生(医歯系除く)の家庭の経済階層(大学所在地別）
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低所得の家庭に大学への進学機会を提供するための重要な政策が、私立大学と比較して相対

的に低い水準に抑えられた|玉|立大学の学費であるといわれてきた。事実、医術系を除く大学

(昼間部）において－年間に要する学費の平均は、私立大学の平均124万円に対して|宝|立大学で

はその半額の62万円となっている。他方、学生の収入に占める家庭からの給付の比率はおよそ

70％弱に達していることから、学費の費用負担は家庭に強く依存しているといえる。しかも家

庭からの給付額は、家庭の年間所得（税込）の]4％（国立大学）及び18％（私立大学）を占め、

家計にとって非常に重い負担となっている。これらのことを考え合わせると、，11}身家庭の経済

階層によって経済的に進学可能な大学（学費）が規定されていてもおかしくはない。

しかしながら、学費にこれだけの差があるにも関わらず、国立大学の学生の出身家庭の経済

階層にこの違いが反映されていない。例えば国立大学の受験に失敗し私立大学に進学するケー

スもあれば、あるいは授業料の差以上に強い魅力を有する私立大学に進端するケースなど様々

な理由があろう。分析結果から、負担能力の高い高所得階層出身者が学費負担の低い国立大学

に進学し、’７１時に、負担能力が低い低所得階層出身者の中に学費負担の高い私立大学に進学す

るものが少なからずいることが|ﾘIらかになった。いずれにせよ、学費を相対'1りに低い水準に抑

えるという政策は結果的に、低所得階層に多くの大学教育機会を提供するという'三I標を達成で

きていないということになるｃ
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|ｉ－ａＬｊ学費に規定されない大学選択３

その理''1の一つとして考えられるのが、大学を選択するにあたって学費の負担力（支払い可

能性）がそれほど重要視されていないという仮説である。周知のように、私立大学の学費は大

学によって大きく異なる。学費の平均が499万円に達する医歯系を除いても、100万円未満の比

率が22％に達する一方で、150万円以上が17％とばらつきが大きい。もしも学費の負担能力と

は無関係に大学選択が行われているとするならば、私立大学生の学費と家庭の経済階層の間に

も一貫した関係はみられないはずである。この点について検討したものが（似I表3-4）であるｃ

図表3-4私立大学学生の学費と家庭経済階層の関係（昼間部．除く医歯系）

学費平均値
（千円）

家庭収入
（千円）学費

100万円未満

120万円未満

140万円未満

200万円未満

所在地居住形態

100万円未満

120万円未満

140万円未満

200万円未満

全体

51516東京圏｜自宅自宅 ９，５０Ｃ
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出所：平成１４年度学生生活調査
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に豆]学費に規定されない大学選択

所在地居住形態 学費

家庭収入
(千円）

学費平均値

(千円）
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東京圏全体 ９．６００ 1２５６
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Ｍ52
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８，３００
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8,300

８４６

1，１０３
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1，２０９
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例えば東京圏の自宅生の場合、学費が100万円未満のものの家庭収入は954万円、100万～120

万円未満では950万1丁]、120ﾉﾌﾞ～140万円未満では895万｢q、そして140万～200万円未満では920

万円となっている(注)。つまり、学費が低いからといってこれに対応して家庭収Ｍ)低くなっ

ているわけではなく、それどころかむしろ逆の傾向さえ見られる。京阪神の｢1宅生についても

同様に、学費と家庭収入との間に一貫した関係はみられない。下宿生の場合もliil様に、家庭収

入の低い学生ほど学費の低い私立大学に進学しているという傾向はみられない。私立大学の選

択にあたっても、学費の経済的負ill]力は考慮されているとはいえない、という結果である。

注； 医歯系を除いているため、学費が200万円を超えているのは例えば東京隣|の自宅生では

全体のわずか3％程度に過ぎない例外的事例である。そのため、ここでは検討対象から
除外している。

1-4-j家計に依存する学生生活費

ここまでの分析から、家庭所得の低い階層であっても大学選択にあたって学費は規定要因と

はなっていないことが明らかとなった。しかしながら、入学後の4年間にわたって誰かが学生

生活に要する費用を負担しなければならない。生活費は、地域によって多少の差はあるけれど

も、例えば東京圏の場合は自宅生が50万円程度、下宿生では140万円と安定しているため、学

費の高い私立大学ほど学生生活費は高額となる（図表3-5)。この学生生活費を支払うために必

要な学生の収入も、学生生活費に対応して、学費の高い私立大学ほど高額となる。ここで問題
となるのが学生収入の財源である。

図表3-5私立大学の学生生活費と学生の収入(昼間部･除く医歯系），－－，
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医歯系を除く私立大学昼間部について、学生収入の内訳についてみたものが（図表3-6）であ

る。東京圏の自宅生で学費が100万円未満の場合、学生収入は169万円であり、その主たる内訳

をみると家庭給付が94万円（56％)、アルバイト収入が45万円（27％）となっている。これに

対して学費が140万～２００万円未満では、家庭給付159万円（70％）の比率が大きく増加し、ア

ルバイト収入（38万円）の比率は１７％と大'|]Fiに低下する。同じ東京圏でも生活費の負担が重い

自宅生の場合、学生にはより高額の収入が必要となる。その結果、学費が100万円未満の場合、

学生収入の260万円に対して家庭給付が183万円、７１％を占める。さらに学費が高い場合（140

万～200万円未満）には、学生収入323万円に対して家庭給付219万円、その比率は80％に達す

る。ここから、学生生活費を支払うために必要となる収入が高額になるほど、家庭からの給付

に'依存する比率が増加していることがわかる。

図表3-6学費と本人の収入との関係（私立大学。昼間部・除く医歯系）
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進学先の大学は、家庭所得の低い階層であっても結果的に学費という要因を考慮することな

く決定されている。そのため、学費と学生の出身家庭との間に一貫した関係はみられない。し

かしながら、学費が高くなるほど学生生活は経済的に出身家庭に対する依存度を高めることに

なる。その結果、学費が高いほど出身家庭の経済的負担が重くなっていく（図表3-7)。家庭所

得に占める高等教育費（学生に対する家庭からの給付額）の比率は、例えば東京圏の|÷|宅生で

学費が100万円未満の大学では10％なのに対して、学費が最も高いグループ（140万～200万円

未満）では17％となっている。下宿の場合にはその比率はさらに高くなり、いずれの地域にお

いても学費が最も高いグループ（140〃～200万円未満）で27％という非常に高い数値を示して

いる。つまり、学費と学生の出身家庭の経済階層の間の関連は薄く、学費が高くなるほど家庭

給付が増加する｡その結果学費が高くなるほど出身家庭の高等教育費負担は重くなっていると
いうことである｡

図表3-7私立大学における家庭所得に占める高等教育費の比率（昼間部。除く医歯系）
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22939

1,602

1,887

2,029

2.274

出所：平成１４年度学生生活調査

15｣掴立大学の学費の水準闇

図表3-7に示すとおり、学費と学生の出身家庭の経済階層の間の関連は薄く、学費が高くなる

ほど家庭給付が増加するため、学費が高くなるほど出身家庭の高等教育費負扣は重くなってい

る。家庭所得に占める高等教育費の比率は、例えば東京圏の自宅生で学費が100万円未満の大

学では10％となっていた。ここで仮想的に、学費が700万円程度の大学があったとしよう⑥家
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庭所得は学費によらずかなり安定していることから、おそらく950万円程度ということになろ

う。家庭からの給付額は、学費に対応してやや少なくなると想定され、結果的に、家庭所得に

占める,}｝(j等教育費の比率は７～8％稗度となるであろうと予想される。学費70Ｍ円、家庭負担

率8％というのは、実は、東京圏のｌｒｌ立大学に在籍する|`|宅生の平均的な姿にほかならない。

京阪ﾈ'|'や他地域についてみても同様に、国立大学は、］J1在の私立大学で学費の最も安いグル

ープよりもさらに学費が200万円軽度低い大学であると位置づけることができる。学費の低さ

が低所得階層に対する高等教育機会の保証として機能しておらず、国立大学と私立大学の間に

学生の出身家庭の経済階層の違いはほとんどない。つまり、「低い学費」は、出身家庭の高等

教育費財Uを軽減しているだけに過ぎないのである。

その｣;'lLljlとして考えられるのが、イ｢|対的に低い水準と位置づけられながらも急激に上昇して

いるI王I11Lﾉ〔学の授業料である（liXl表3-8)。1975年の3万６Tl.］から、1976年には一挙に9万6千円

へと値上げされ、1978年には50％増の14万4千円。1980ｲﾄﾞ、８２年、８４年、８７年とほぼ－年おき

に20％程度の値上げが行われ、1987年には30万円。その後も一年おきに10％程度の値上げがな

され、］995年には料万7.600円。そして2004年にはついに50万円を超えた。授業料値上げが急速

に進み、その結果、機会均等という観点から私立大学との違いがほとんどなくなってしまった

のではないか。

図表3-8国立大学における授業料・入学金の推移

(円）

６００，０００

500,000

400ＤＯＣ

3００，０００

２００００〔

1０００００

ロ

｡〈ｂ ぷ ぷ ，ｊＰ ‘ ｑ６ｓＰ（年）
出所：財政調査会|国の予算］各年度版
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ｉ６ｉ進学機会の地域格差と国立大学６

すでにみたように、地元の大学に自宅から通学する場合と遠隔地の大学に進学:し下宿する場

合とでは、学生生活費は大きく異なっている。したがって、機会均等について論じるにあた1ﾂ、

地域格差の問題にも触れておく必要がある。実際、日本の高等教育は広く普及してきたとはい

え、地域別の格差はまだ著しい。大都市圏以外の地域では、進学率は低く、また所得による制

約も小さくない。

ここでは、全都道府県における区|立大学への進学率（18歳人口のうち国立大学に進学したも

のの割合）と私立大学への進学率を算出し、それを平均県民所得の111頁に並べて図にプロットし

て示した（図表3-9)。

図表３－９１人当たり県民所得と国立．私立大学進学率
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私立大学への進学率（▲）は、平均所得の高い県で高くなる傾向があり、右上端の東京都は

全国で賊も』|上均所得が高いが私立大学への進学率も40％を超える。逆に所得が低い県では私立

大学への進学率は10％台に過ぎない。他力で国立大学（◇）については、所得の低い県で進学

率が高い。逆に所得の高い県ではむしろ私立大学への進学率が高くなる。これは一つには所得

の高い大部il7l塗|においては、人|」が大きいにも関わらず、国立大学の収容力が低いことを反映

している<

いずれにしても、私立大学は、大学進学機会に選択の'''１;を与え、特に大都市部での多量の進

学要求に応えている。これに対して、国立大学は地域あるいは所得の差に関わらず、大学への

進学;機会を全国的に下文えする役剖を果たしているといえようｃ

－４６－







Ｉ嚢(穂M2WMR i識3i鰯ｉｉｉｌ騨寧｡灘騨舞ji殿i蕊醗閥蕊鍵！
魚生月Z5a庄ＵＮ禺亜切唖Hb1旬疋唖 穀UN9n:甑NNNW日憾HliFR7SB亭.兵舎＆!~｡、 露ﾇﾄﾞ醗驍鐘jAtNhlj､癌蕊i露蕊曝露錘

､明…~E亜bqN壇 別、曰,丘

蟻;i､鍵i熟議i鍵蕊ifi鐘蝋i憩mi1i灘蕊騨灘鑪Ｉ虚興鱸輌騨蝿-鑓鰹鍵誌･鍵鍵蕊鍵灘ii蕊鏑鴬溌鶴蕊蕊i蝿鵠譲:鰯騨難鰯

ｉＬＬ脆機対応における知的基盤としての国立大学

人々の行動範囲が地球規模の広が！)、経済活動も国境を越えてグローバル化している｡これ

は、交通機関の発達や情報網の発達による必然と考えることができるが、その裏で新たな問題

を生じている。かつては限定された地域の中に留まっていた風土病が、人の移動に伴って超期

間のうちに世界に広がってしまう。思いもかけない遠方の国で起こった食品の汚染が日本にも

輸入されてしまう。

多くの社会システムがコンピューターネットワークに依存している。この副作用として個人

情報が漏洩したり、コンピューターウイルスによって重要なデータが破壊されてしまうといっ

た事態も起こっている。２００２年，)]１１日の米国における同時多発テロを境に世界のどこにいて

も何時テロの被害を受けるか分から左い状況が生まれ、今やテロ対策が世界の大きな関心事に

なっている．

昔から地震、火山、洪水などの自然災害は人々の生命や財産を脅かしてきた。ロ然災害のリ

スクは今に始まったことではないし、防災対策などが進んだことによってリスクは減少してい

ると考えるべきであろう。しかし、かつては被害にあっても「仕方がない」と諦めていた自然

災害だが、社会が成熟したことによって自然災害に対する意識も変化した二人々の安全・安心

に対する欲求が強くなり、被害者の救助・救済、災害からの復興、再発の防止がより重要な課

題になっている。

自然災害のように昔から存在するリスク、風土病の伝染や情報システムへの攻撃、国際的テ

ロなどのように新しく登場したリスク、現代の社会はかつて無いほど多様なリスクを抱えてい

ると考えることができる。何時どこで、どんなリスクが現実になるかを予想することはできな

い。予想のつかない事態が起きたとき、その本質を見極め、対処の方法を考え、社会の安全を

守るにはどうしたらいいか。Ｆ|本社会に様々な事態に対応できる多様な知識を蓄積しておくし

かない。

多様な知識を蓄積し、常に最新の知識を取り入れて社会の知的基盤を豊かにする。社会の安

全にとって極めて重要な知的基盤を担う主体は何か。大学、特に政府の資金で運営され、経営

基盤が確固とした国立大学の外に知的基盤を担える存在は考えられない。単に教育や研究をす

るだけでなく、危；機に対応できる多様な知識を蓄積し、更新し、継承することが国立大学の大

きな役割の一つと考えることができる。

では、現在の国立大学はその役割を果たしているのだろうか。危機に当たって被災地の現場

を調査したり、原田を分析したり、対策を提案したり、それらを国民に向かって解説するとい

う側面で国立大学はどの程度貢献しているか。こｵＬに関するＩｉＬ１２接のデータを入手することは難

しい。そこで危機についての新聞記事に国立入学教員の名前がどれだけ登場するかを調べてみ

た。新聞記事に名前が出るということは、その危機に関して当該教員が何らかの貢献をしてい

ることの証拠と考えることができる。

日本経済新聞社が提供する情報サービスである「日経テレコン21」を使い、スマトラ沖地震

などの危機に関するキーワードと教授という用語が共存する、本綴済新聞朝夕刊の記事を抽出

した。対象期間は２０００年１月ｌロから2005年１月３１日である。抽出した記事を精査し、被害者と

－４９－
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しての教授や外国大学の教授、危機とは別の文脈で同一記事に名前が出ている教授の記事を除

外した．これらの操作の後に、糯LI調の'+'に登場する教授（助教授、名誉教授、客員教授など

が含まれる）の内、国立大学教授の11;IFTを調べてみた。

スマトラiilll地震についてみると、ljHl立大学教授は８Ｍ)f場しており、その他の入学の教授は

２人であった。１人の教授の籍前が複数の記事に登場することがある。複数の記事に登場して

も、同じ人物であれば1件と数えて国立大学の割合を計算して得られた結果をここでは国立大

学の「Ｍ'1シェア」と呼ぶことにする。一人でも３つの帯Ｍ１:に登場すれば３件と数えた場合の

結果を「,iu料数シェア」と呼ぶ。一つの記事に複数の教授名が登場した場合には各登場教授に

ついて11↑として扱った。

スマトラlill1地震という記事における国立大学の「人名シェア」は80.0％である。これに対し

スマトラ}111地震の国立大常の「記１$数シェア」は88.2％であった（図表4-1)。

Ij1様にして様々な危機に関するＩ氾事の国立大学の｜人埖,シェア」と「記事数シェア」を見を

と、111越地震では「人名シェア」が70.0％で｜記事数シェア｜は750％となった（図表4-2)『

図表4-1新聞記事におけるキーワード検索結果(スマトラ沖地震）

□国立大学

図その他大学等

周…「記事数シェアー
周…「人名シェア’

図表4-2新聞記事におけるキーワード検索結果(中越地震）

□国立大学

□その他大学等

周…「記事数シェア－
局…「人名シェア」

－５０－



集中豪雨についてみると「人名シェア」59.1％で「記事数シェア」６５４％だった（図表4-3％

ＢＳＥでは「人名シェア」６２０％、「記事数シェア」７８９％となる（図表4-4)。

鳥インフルエンザでは「人名シエアー'７５０％で「記事数シェア」84.6％（図表4-5)｡

図表4-3新聞記事におけるキーワード検索結果(集中豪雨）

□国立大学

国その他大学等

外周…「記事数シェアー
内周…「人名シェア’

図表4-4新聞記事におけるキーワード検索結果(BSE）

□国立大学

国その他大学等

外周…｢記事数シェアー
内周…「人名シェア」

図表4-5新聞記事におけるキーワード検索結果(鳥インフルエンザ）

□国立大学

国その他大学等

外周…「記事数シェアー
内周…「人名シェア」

－５１



ＳＡＲＳでは「人名シェアー'70.0％であり「記事数シェア」は713％であった（図表4-6)。

テロ対策では「人名シェア」45.7％、「記事数シェア」は488％であった（図表4-7)。

コンピューターウイルスでは「人名シェア」が55.6％、「記事数シェア」が５５．０％だった

(図表4-8)。

図表4-6新聞記事におけるキーワード検索結果(SＡＲＳ）

□国立大学

国その他大学等

周…「記事数シェアー
周…「人名シェア」

図表4-7新聞記事におけるキーワード検索結果(テロ対策）

□国立大学

回その他大学等

外周…「記事数シェアー
内周…「人名シェア」

図表4-8新聞記事におけるキーワード検索結果(ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｳｲﾙｽ）

ロ国立大学

国その他大学等

外周･･。「記事数シェア」
内周…「人名シェア」

－５２－



情報セキュリティで調べてみると、「人名シェア」が58.8％、「記事数シェア」は548％であ
った（図表4-9)。

図表4-9新聞記事におけるキーワード検索結果(情報セキュリティ）

□国立大学
ロその他大学等

外周…「記事数シェア」
内周…「人名シェア」

121新市場の創出

技術革新は大きく製造技術を革新するプロセス・イノベーションと、過去に存在しなかった

製品を生み出すプロダクト・イノベーションに大別される。日本の産業界は、｜欧米の先進的な

製品をいかに国産化するか、いかに安く質の高い製品を作るかに注力してきた。つまり、Ｅ|本

の技術革新はプロセス・イノベーションが中心であった。その結果、日本製品の品質は世界一

となり、世界中に日本製品が溢れるまでになった．

このやり方は欧米で学ぶべき製品が次々に生み出されているうちは正解であった。しかし、

Ｉ上１本の産業が世界のトップ水準に達し、欧米でも新しい概念の製品が生まれにくくなってくる

と、日本も自ら新たな製品を開発し新しい市場を切り開くことが必要になってきた。別な言い

方をすれば、日本も独自のプロダクト・イノベーションに取り組むことが求められるようにな

った。

しかし、日本の産業界は長年に渡って欧米の模倣とプロセス・イノベーションに専念してお

り、プロダクト・イノベーションを起こすことに慣れていないため、新たな状況に必ずしも対

応できていない。一方米国をみると、古い組織の慣習にとらわれずに新しい発想ができるベン

チャービジネスが、プロダクト・イノベーションの原動力となっている。このような事情から

１１本でもプロダクト・イノベーションの扱い手としてベンチャービジネスに期待する声が高ま

っている。

大学における工学研究も上記のような情勢を反映し、かつてはプロセスの改善や品質の向上

といったことに重点があった。独創的な研究であっても、その成果を新しい製品開発に生かす

より、プロセスの改善に活かすという意識が強かったように思える。しかし、今や大学の研究

成果などをプロダクト・イノベーションに活かし、新しい市場を開拓することが求められるよ

うになっている。大学で生まれた技術の芽をどう活かしていくか。もちろん既存の産業が活か

す場合も多いが、自由な発想が可能な大学発のベンチャービジネスに世間の期待が集まってい

る。

－５３－
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大学からどれだけのベンチャー企業が生まれているか。その状Udは大学の研究などがどのよ

うに社会に役立っているかを、象徴的に示すデータと考えることができる。筑波大学と横浜国

立大学の調査によると、平成16年度8)Ｍﾐの時ﾉﾉﾊﾟで、累積の大学発ベンチャー企業数は900社を

超えており（図表4-10)、そのうち｢lil立大学発のベンチャー企業の数が58」％に上っている（|ｘｌ

表4-11)。また、国立大学の759％がベンチャー企業を生み出しているし、１大学当たりのベン

チャー企業数をみても国立大学は6.5件と多い（図表4.-12)。これらの状況は新市場の創出に関

しても国立大学が大きな役割を果たしていることを示している.

図表4-10大単発ベンチャー企業数の推移図表4-10
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laj地域社会への寄与

国立大学の重要な機能は、地域社会に対する貢献である。そうした貢献は大きく三つに分け

て考えることができよう。第一は、最も基本的な大学の教育機能を通じての地域に対する教育
機会の供給と人材の養成、第二は、地域における知的活動の中心として地域の文化や教育の向
上に対する貢献、そして第三は、より直接的に大学が擁する人材や組織を基礎に行う地域の行
政や企業に対する貢献である。

図表4-13は山形、東北、新潟、広島、番111、九州、佐賀の7国立大学に対する各県の有識者へ

のアンケート調査の結果を示すものである。これによれば、以'二の三つの領域における地元有
識者の評価は概ね高いといえよう。

図表4-13県の国立大学に対する有識者の評価
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出所：天野郁夫編｢大学と地域社会の交流:その現状と課題－７県有識者調査の結果から」
国立学校財務センター研究報告第５号1991年､268-269ページ

特に高いのが、教育機会の提供についてであって、「地域の高校生の進学機会として｣、「地

域で活躍する人材の養成」については、「大いに貢献している」、「やや貢献している」の肯定

的評価を足すと8割程度に達する。次いで地域の行政・企業活動、保険･医療･福祉などについ

ても６～7割の有識者が肯定的な評価をしている。とりわけ保健、医療、福祉については「大い

に貢献している」という評価が26％に達する。大学病院を||]心として、こうした点での活動が

大きな役割を果たしていることを示している｡また地域の文化、教育に対する評価も、肯定的

な評価が6割程度に達している。

他方で、「全く貢献していない」という評価は殆どないが、「あまり貢献していない」という

評価が目立つ項目もある。特に「職業人の:1jij教育」に関しては5割程度の回答者が「あまり貢

－５５－
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献していない」と評価している。また、地域の文化、教育に対する寄与についても「あまり貢
献していない」と評価する回答者が3分の1に達しており、全体としては肯定的な方向に傾い
ているとはいえ、不満が伏在していることを示している。

また、これらの項目について国立大学に対する要望のうち「将来はさらに貢献するべき」と

いう回答の割合をみると、ほとんどの項目についてほぼ7～8割に達する。特にこうした要望の

高いのが「職業人の再教育」であって、８割は更に貢献するべきと答えている。
以上をまとめれば、一般に国立大学の地域社会に対する貢献に対しては、現状への評価も一

般に高く、またその役割を更に拡大することを希望する意見が多い。しかし現状の評価が低い

が、将来は貢献が希望されている機能もあり、特に職業人の再教育についてこれが妥当する。

また一般に地域の文化、教育については更に地域への貢献を拡大することが期待されている。

こうした調盃結果が示すものは、国立大学はすでに地域社会の活動の一つの中軸となってい

ることである。ただ同時に地域社会の国立大学に対する要求は変化しており、それに積極的に

対応していることが求められているといえよう。

－５６－
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第5章国立大学の変貌
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日本の国立大学は、｜｣本が近代化する過程で一定の役割を果たしてきたが、日本が新しい成

長の過程に入るにしたがってその役割が減じてくる、という批判がある。しかし国立大学はこ

れまでの歴史の中で膨大な知的エネルギーを内在させており、それは新しい社会の発展への知

的寄与を新しい形で行う方向への変革へと結びつきつつある。本章では、そうした国立大学の

変化をまとめる。

１１jl国立大学の変容１

日本の国立大学は戦後、一貫して社会的な要請に応えてその業務を拡大させる一万で、1980

年代以降はそれを支える教職員数においてはほぼ一定の水準で推移してきた。（図表5-1）

学生数をみると、学部学生数は1980年代半ばから、１割程度増加したにすぎないが、大学院

生数はほぼ3倍以上になっている。これに対して教員数は2割程度の増加に過ぎず、職員数（附

属病院の1王療系職員を除く）はむしろ2割以上の削減を受けている。

図表5-1国立大学の教職員数と学生数

教員数 職員数

人

439051

40.855

38,157

教職員計

人｜指数

学部学生数 大学院生数

人指数

Ｎ049１００．０

''885１３４．５

，，７０４227.0

3624298.8

7.956３２０５

人｜指数 指数 人 指数

1９８５５１，４７５１００.Ｃ 1０００ 9５．３８０１００.Ｃ 406,324 1０００

１１３４

43049

1９９０５３．７６５１０４４ 9４，６２０９９．２９３￣ 460,724 5７．８８５

1９９５57,488

2000６０６７８

２００２６０９３０

1１１．７ 8６．９ 95,645１００．３

９６，２１６１００．９

472,717 116.8

￣

1１６－１

9７，７０４

35,543
￣

34創278

1１７９ ８１．０ 4７１，６３１ 128624

6０９３０ 1-1日-４ 7FＭ 95,203 9９．８ 462,492 1１３．８ 1３７１９５６

出所；
岸：

学校基本調査

職員数は、医療系を含まず。
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こうした変化に伴って、教職員一人当たりの学生数は大きく拡大している。教職員一人当た

りの学生数（学部学生１，大学院生２としてウエイト付け）を算出してその変化をみると（図

表5-2)、教員一人当たりの学生数は1,80年代の9人程度から]990年代には12人程度に増加してい

る。さらに職員一人当たりについてみれば、１０人前後であったものが22人程度へと、２倍以上

になっている。

図表5-2教職員一人当たり学生数

２５m

′表
２０ｍ

1５０

門ﾉ珂一
１０囮

一⑬－教員一人当たり学生数一⑬－教員一人当たり学生数

一通←職員一人当たり学生数一通←職員一人当たり学生数

５.Ｃ

ＯＣ

Ｉ１ｌｊｊＷ,fｉＩｃ <jlP dj9
出所：学校基本調査

国立大学の組織が、事務職員を犠牲にすることによって、かろうじて教育研究の質を保って

きたことが知られる。

－６０－

〆

,亨尋ﾉ圏~

二二二ｺ:式…革二一宮ごI
－⑬－教員一人当たﾄﾉ学生数

一璽一職員一人当たり学生数



iIiilil自己評価と第三者評価

国立大学は1991年に大学設置基準が改正されて自己評価が大学の義務とされる以前から様々

な形でlｾﾞ|己評価を行ってきた。1991年以後は殆どの|宝1立大学が自己評価報告書を作成するとと

もに、部局ごとの自己評価、第三者評価を行っている。

さらに国立大学は2000年度から大学評価・学位授与機構からの大学評価を受けてきた.これ

は「全学テーマ別評価」と「分野別研究評価｣、「分野別教育評価」があり、全学テーマ別評価

については、全国立大学が評価の対象となった。その結果を図表5-3に示した。その実施には評

価を受ける側の国立大学も多大のエネルギーを使った。これをみると、一定の改善の余地を指

橘された大学も少なくないが、概ね高い評価を受けているといえよう。

図表5-3大学評価・学位授与機構による評価結果（全学テーマ別評価）

教育サービス面における社会貢献(平成12年度着手）
目的及び目標を達成するための取組

機関数 構成比(％）

４１

５９

０

０

目的及び目標の達成に十分に貢献している

目的及び目標の達成におおむね貢献しているが薊改善の余地もある

目的及び目標の達成にある程度貢献しているが`改善の必要がある

取組は目的及び目標の達成に貢献しておらず､大幅な改善の必要がある

4６

６
０
０

６

教養教育(平成12年度着手）
教育方法

数関機

構成比(％）

目的及び目標の達成に十分に貢献している

目的及び目標の達成におおむね貢献しているが､改善の余地もある

目的及び目標の達成にかなり貢献しているが,改善の必要がある

目的及び目標の達成にある程度貢献しているが,改善の必要が相当にある

目的及び目標の達成に貢献しておらず.大幅な改善の必要がある

Ｃ
別
一
花
３
ｌ
Ｃ

研究活動面における社会との連携及び協力(平成13年度着手）
研究活動面における社会との連携及び協力の取組

機関数 構成比(％）

３６

５４

８

２

０

目的及び目標の達成に十分に貢献している

目的及び目標の達成におおむね貢献しているが,改善の余地もある

目的及び目標の達成にかなり貢献しているが,改善の必要がある

目的及び目標の達成にある程度貢献しているが薊改善の必要が相当にある

目的及び目標の達成に貢献しておらず.大幅な改善の必要がある

印
一
け

旨
口
已
（
ノ
色
〔
－
し

国際的な連携及び交流活動(平成14年度着手）
実施体制

構成比(％）

０

２５

７２

３

０

数関機

目的及び目標の達成に十分に貢献している

目的及び目標の達成におおむね貢献している

目的及び目標の達成に相応に貢献している

目的及び目標の達成にある程度貢献している

目的及び目標の達成にほとんど貢献していない
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しかし個々の結果よりある意味でよ})重要なのは、国立大学においては、第三者の評価を進

んで受けることが極めて自然に受け取られるようになっていることである。評価はそれを行う

方もまたそれを受ける方も、多大のエネルギーを擁するのであるが、そうしたコストを払うこ

とにも抵抗は少なくなっているといえよう。

にす]|法人化の意味するもの

2004年４月にこれまでの|主|立大学は「国１１f大学法人」となり、教職員も公務員ではなくなっ

た。これが長期的にどのような成果をもたらすかについてはまだ云々するのに時間を要する。

しかし国立大学が様々な面で変化しつつあることは事実である。国立大学法人は、2003年成立

の国立大学法人法によって規定されているが、その特徴は次の三点に要約することができる。

ガバナンス

第一は、法人としての意思決定・執行機能の明確化である。

従来の国立大学においては、大学としての意思決定まずその意思決定について、学長と役員

会に委ねられる。大学としての意思決定は部),dの代表者が榊成する評議会において行われるこ

とになっていた。他方で国立大学はその政府機関の一部（｢外局｣）としての性格から国立学校

設置法によって内部組織が規定され、また予算、予算の執行などについて文部科学省の管理の

下に置かれていた。また学長は大学を代表するものとはされていたが、その権限は必ずしも明

確ではなかった。こうした二jli性、権限の不|ｌ]確さが、｜動1k大学の意思決定と執行のスピード

に限界をもたらしていたことは否めない。

これに対して国立大学法人においては、意思決定及びその執行の主体は、学長と「役員会」

に一元化される。役員会を椛成する理事は挙長に任命される（図表5=4）が、学外者を含めるこ

とができる。さらに教育研究について学長は「教育研究評議会」の意見を聴かなければならな

い。教育研究評議会は教員の代表によって構成される。他方で大学の経営については学長は、

半数以上の学外者が参力Ⅱする「経営協議会」の意見を聴くことが求められている。これら二つ

の機関の議長は学長である。また国立大学法人の経営を外部から監査するために監事が置かれ、

必要に応じて文部科学大Ｈ１に意見を言うことができる。

－６２－
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このような構造から、ｌ玉|立大学法人の学長はこれまでに比べれば、はるかに強力な権限を撮

ることになる。これまでの国立大学では学長は評議会によって選出されていたが、国立大学法

人において学長は挙外者を含む「学長選考会議」によって選出される、

図表5-4国立大学法人の意思決定・執行
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こうした制度の下で国立大学法人は発足した。特に目立つのは学外者の経営への参力１１である。

発足初年度の実態をみると、役員会の榊成については、大多数の国立大学法人の役員会に学外

者がかなり力Ⅱわっており、理事総数（410人）のうち22％が学外の出身であった（図表5-5)。ま

た学外出身者の経歴をみると企業の出身者が最も多い。

図表5-5国立大学法人の理事の構成

（１）学外者の比率

懲
一
和
一
別

比率(％）

７７．８

２２．２

当該大学関係者

外部有識者

計 4１０ 100.0

(2)学外者の特質 騨
一卯
｜躯
一旧
７’
３｜
｜帥

比率(％）

４０．７

２７．５

２０．９

７．７

３３

企業関係者

大学等教育関係者

公務･公益法人関係者

弁護士

医療関係者

合計 １００.Ｃ

出所:『カレッジマネジメント.!、No.128(2004年９－１０月)､21ページ
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また経営協議会における外部委員の構成をみると（図表5-6)、マスコミ関係者が最も多く、

ほぼ半分の国立大学法人が外部委員に加えている。次いで医療、金融機関の関係者が多い。ま

た｢|治体から知事、市長、｜llT長などが加わっている例も少なくない。

図表5-6経営協議会の学外委員の所属組織

数
９

Ｗ
”

人法

知事

市長｡町長

副知事

教育委員会関係者(教育長･委員長）

同窓会関係者

弁護士

医療関係者

銀行･金融機関関係者

マスコミ関係者

函
一
西
一
妬

出所:|｢カレッジマネジメント｣|、No.128(2004年９－１０月）､24ページ

財政

第二は、財政的な自律性である。

旧国立大学においては、個々の国立大学の財政も、「国立学校特別会計」の－部として運営

されていた。大学の授業料や附属病院の収入なども、個々の|卦立大学ではなく、国立学校特別

会計の収入となっていた。支出面では予算費目との一致が厳しく要求されるとともに、年度を

超えた予算の留保は厳しく制限されていた。こうした点によって予算執行の非効率性、非柔軟

性が指摘されていた。また大学内部の組織上の定員などについても厳しく管理され、大学とし

ての裁量性が低いことが、変化の激しい学術｣この要求と齪醗を来たすことに対しても批判が少

なくなかった。

法人化によって、個々の国立大学法人は独立の会計単位となる。独'二|収入も法人自体の収入

となる。また授業料についても一定の範囲内で、｛|i1il々の国立大学法人が設定することになって

いる。予算の年度を超えた留保も可能となった。こうした点において個々の国立大学法人の財

政上の自律性は大きく拡大したといえよう。

また国立大学法人の財務会計は、「国立大学法人会計基準」によって、企業会計に類似した

財務諸表によって管理されることになっている。これは帳票｣二の変化を意味するのみではなく、

これを基礎にコスト、ベネフィットを意識した戦略的な財政運営が行われることが期待されて

いる｡

評価による統制

従来の国立大学は前述のように政府組織の一部をなしていた｡社会の要求を国立大学に反映

させる上では、政府による予算ｈの統ＩＩｉＵによって、いわば事前のインプット面における統制が

主要な手段となっていた･
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これに対して国立大学法人においては、基本的に事後的なアウトプットに対する評価によっ

て社会の要求を反映させる仕組みとなっている。具体的には①文部科学省が、個々の大学が６

年間に達成するべき目標（｢中期目標｣）とその達成のための計画（｢中期計画｣）を設定、②中

期目標期間の終了以前に、中期目標の達成度を「国立大学法人評価委員会」において評価、⑥

この評価結果に基づいて、次の中期目標・計画を設定、政府からの運営費交付金もこれに連動、

というプロセスをとる（図表5-7)。

図表5７国立大学法人の中期目標・計画と評価

～文部科学省一；烏…

f－国立大学法人評価委員会～、～

が大学評価;学位授与機構～巴

戦“
閥

達成度、中期目標

・計画
予算配分
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・計画
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＃
８
１

評ｆ価
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Ｔ
Ｉ
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OTHⅡ吃脚751Ｋ●乾F]$ｎＫ晤少四二⑭拭江nＪ

中期目標期間６年

こうした法人としての制度的な枠組.みの下で、個々の国立大学と、その構成員の行動がどの

ように変化していくのかを判断するには、なお時期尚早といわなければならない。新しい枠組

みの中で、何が可能であり、また何が求められているのかを、模索しているというのが現実で

あろう。しかし法人化を契機に、組織と構成員の間に大きな意識の変化が起こっていることは

明らかである。
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第８章国際比較から何を学ぶか
i2i錘錘鍵一一，-Ｗ…露轌習25…－－－八一二一＝＿－－＿＝＿． 勢鐸君二軍評０Ｗ凸□自制v劇L'苦い廃.．璽劇F事瑠顛ﾖ匙韓“

世界の高等教育はいま大きく変化している。そしてそれが一般に、政府の高等教育への直接

的な介入から市場メカニズムを媒介としたものへという方向を含んでいることが指摘されてい

る。しかしそれは、市場化が高等教育の将来であることを必ずしも意味するものではない。政

府が高等教育において何をなすべきか、またその中で政府が直接に運営に責任を負う高等教育

の公的セクターの役割は何かを体系的に理解しておくことが必要である。

'111高等教育財政の課題と「市場化」の波

まず高等教育財政の変化が置かれた社会的、経済的なコンテクストを|府lIWtしておこう。

文化制度から知識産業へ

かつて19世紀初頭にベルリンに置かれた「大学」にとって、財政は表立って問題とするべき

ものでさえなかった。国家の目的は市民社会の存在に目的を与える価値の体系（文化）を実現

することにあるのであって、大学はまさにそうした文化を解Iリル秩序付ける役割を負うのであ

るから、国家はその能力の能う限りの資源を、しかも無条件で与えられることは当然であった。

そうしたタテマエは、その後も大学人に、’五|家の中枢を担う官僚に、さらには一般社会にとっ

てもある程度は受け入れられてきたといってよい。

しかしもちろんそれはタテマエに過ぎなかった。近代大学は常により多くの資源を要求し続

けたからである。近代科学にとってその進歩とは、常に活動の領域の拡大を意味していたし、

19111冒紀後半からは資本主義の発展は、その基礎としての科単技術とそれを支える人材への要求

の拡大と結びついてきた。さらに第２次大戦後の福祉国家化のLPで、高等教育は社会的な機会

均等の達成のための不可欠な政策手段となった。近代大学の２世紀の歴史は、そのまま高等教

育と大学のilillう機能の拡張の聴史であり、それと政府のもつ資源との間には常にギャップがあ

った。

そうしたギャップが新しい、ある意味では決定的な段階に達しつつあるのが2111自紀の初頭で

あるといえよう。いわゆる知識社会化の中で、生産活動における知識の役割はますます決定的

になり、高等教育進学者は拡人し、さらに成人の間での教育需要も拡大する。先端的な研究と

同時に、その社会的な応用にも貢献することを期待される。しかし他方で、競争力の維持のた

めに税源の拡大には厳しい制限が加わる一方で、人口構造の高齢化によって、年金や健康保険

など、義務的な政府支出は拡大し、裁量的に支出しえる財源は限られている。

そうした状況の中で、これまでの社会と大学との関係のタテマエF1体にさかのぼって、，１１，塔本

的な発想の転換が迫られるのは当然といえよう。ベルリン大学に始まる、それ自身が価値であ

る文化を支える不動の社会Iill度としての高等教育に対置されるのは、対価に応じて知識の生産

と伝達サービスを提供する「知識産業」としての大学、そしてそれが構成する知識の市場とし

ての高等教育システム、というモデルである。それを中JWl1として日本だけでなく、世界各憧|に

おいて、危機を乗り越えるものとしての高等教育の「市場化｜が進みつつある。
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市場化と三つの側面

各国の高等教育の市場化の趨勢を整理すれば、それには三つの側面がある。

第一は、「受益者負担」である。ヨーロッパ諸[玉|において高等教育は国家の文化制度であっ

て普遍的に有資格者に提供されなければならないという理念に加えて、戦後の福祉国家政策の

中で進学機会の均等化を図ったために、実質的な授業料負担は実質的にはほとんどない国が多

かった。しかし'990年代から授業料の徴収に踏み切る国が増えてきた。英国は2000年代の初め

から受益者負担の原則を正面に掲げ、「後払い」という工夫を凝らしつつ、原則として授業料

の徴収を始めた。ドイツにおいても、授業料の徴収は政策課題であり、早晩、徴収に踏み切る

のではないかといわれる。アメリカにおいては、私立大学の授業料が1980年代から高騰し始め、

さらに90年代になって州立大学において授業料が上昇し始めた。

第二は「競争・評価」の導入である。大学の活動に必要な資金（あるいはその－部）を政府

が保証するという意味での「機関補助」から、特定の｢|的をもって、しかも一定の競争を経て

配分される「競争資金」へのシフトである。英国では1990年代に、研究に対する機関補助の一

部を競争資金に切り替えた。Ｆ|本においても、国立大学への補助金（法人化以前の国立学校特

別会計への組Ｍし)、私立大学の経常費補助金に比べて、科学研究費補助金が大きく拡大して

きたことはいうまでもない。また機関補助についても、その額を一定の視点からの達成度指標

（パフォーマンス指標）と連動して算出する方式を川いる方式がアメリカの州立大学で多く用

いられるようになったほか、ドイツの一部の邦でも導入されるようになった。国立大学法人は、

中期目標期間中の目標達成度を評価され、それが政府補助金に結びつくことになっている。

第三は資金源、資金供給ルートの「多元化」である。上述のように機関の保持を政府が無条

件に保証するのでなく、大学の多様な機能のそれぞれに対して、それから利益を得る様々な主

体が、その対Iilliを提供する。政府もそうした受益者の一部に過ぎない。しかも政府資金も大学

担当の省庁が独占するのではなく、様々な事業を行う省庁や、地方自治体などが独自の資金を

提供する。各国で進められている産学協同による民間資金の導入もそうした動きの一環とみる

ことができよう。Ｒ本の国立大学は政府組織の一部として、予算の一貫性の観点からこうした

多元的な資源の導入を制約されてきたが、法人化によって多元的な導入が可能となるｃむしろ

ここに法人化の真の意味があるともいえる。

このように市場化の趨勢は着実に進行しておI)、「|本の改革もその流れに位置付けることが

できる。しかし高等教育財政の課題への対応は、こうした市場化の趨勢だけでなく、それぞれ

の社会の固有の歴史的背景と経済社会の状況によって決められるべきものである。高等教育フ

ァンデイングの将来の方向を考えるためには、さらに具体的に問題点を見据えた議論が必要で

あることはいうまでもない｡
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Ⅱ瞳|新しいファンディング・システム

では日本の高等教育ファンディングの将来をめぐって何が焦点となるのか、

投入資源の水準と負担

まず基本的な問題は社会全体がどの程度の資源を高等教育に振り向け、また誰がそれを負担

するべきかという点である。高等教育への資源投入水準をＧＤＰ比率であらわしたＯＥＣＤ推計

（図表6-1）をみると、主要先進国は主に三つのタイプに分かれることがわかる翁

図表６１ＧＤＰに占める高等教育機関への支出（2001年％）
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第一はアメリカを中心とするグループである。アメリカは政府支出が対GDPで１％程度と高

く、他方で民間の教育費支|}}も高い。結果として高等教育への投資水準の総額もGDPの２％を

大きく超える。カナダ及びオーストラリアは歴史的には次に述べるヨーロッパ型に近かったが、

高等教育大衆化と授業料の増加によってアメリカに近づいてきた。

第二は独仏などの大陸ヨーロッパ型で、政府財政支出はアメリカと同様に１％程度の水準に

あるが、私的負担が小さく、結果として高等教育への社会的な支出の総額は１％を大きく超え

ない。英国はかつては政府の高等教育への支出水準が15％を超える水準にあったが、サッチャ

ー改革によって１％下回る水準となった一方で、民間資金、授業料の導入によって、アメリカ

型に近づいている。

第三のグループは日本、韓国の東アジア型だ。政府の高等教育支出が対GDP比０５％前後と、

他の先進諸国の半分程度にしか達しない一方で、民間からの資金が大きな役割を占めている。

このように比較した上でまず注目すべきなのは、政府・比l1iを含めた高等教育への投入資源

の総量である。日本の高等教育の投資全体の水準はヨーロッパ型とほぼ同水準だが、米国など

と比べれば、はるかに低い。ヨーロッパ型とアメリカ型との差は、前者では高等教育がまだ本

格的に大衆化する段階に至っていないのと同時に、学術研究の'''心が政府関連の研究所にあり、

高等教育機関への剛:究費の直接の流入は限られているのに対して、アメリカなどでは高等教育
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が大衆化あるいはユニバーサル化しているのと同時に、大学が学術研究活動の中心となってい

ることがあるｃ

そうした対比からいえば'１本はむしろアメリカ型に近いはずだが、資源投入量ははるかに低

い水準にとどまっている。他方で英|卦をはじめヨーロッパ諸'二'1も前述のように、授業料を導入

することによって投入資源の水準を増力|]しようとしている。高等教育のユニバーサル化、知識

社会の発展を見据えれば、筒等教育に投入する資iljiの総量を更に拡大することが、重要な政策

課題とならなければならないのではないだろうか．

次に、政府支出の高等教育費の水準が例外的に低いことが改めて確認される。高等教育の大

衆化が、経済発展水準がまだ,低い段階で起こったために、政府の財政能力が追いつかず、授業

料を介して家計への依存に結びつき、結果として政府支出が低水準にとどまった、という歴史

的経緯がその背景にある。これから直ちに日本においては政府支出を拡大するべきだという議

論がある一方で、民間支出が高い水瀧にあるのであるから、政府支出に頼らねばならないこと

はない、という議論もなされてきた。ただここで`１１要なのは、上述のように高等教育への資源

投入水準総額をかさ上げしなければならないとすれば、それをすべて家計負担によることには

極めて大きな無理があるのではないかという点である。少なくとも、政府支出の更なる削減を

正当化する理１１]は少ないと思われる｡

競争資全

新しいファンディング・システムをめぐる第二の焦点は、機関補助から競争資金へのシフト

である。前述のように日本では、国立大学への;lWlii助金や、私立大学への経常費補助金などの機

関補助は厳しく抑制されてきた一方で、競争的資金である科学研究費補助金は高い伸び率を示

しており、最近ではCOEプロジェクトも行われている。さらに、戦略的創造研究推進事業、科

学技術振興調雑費、厚生労働科学研究饗補助金など、文部科学省以外の省庁の管轄する競争的

な資金を含めて大学への競争的資金は拡大してきた。さらに総合科学技術会議は科学技術基本

計画（2001-05年度）に競争的研究費を倍増することを計画している。新聞報道によれば、０５年

度概算要求では68％増の6000億円へと飛躍的な拡大を図っており、その財源として必要な約

2500億円は、国立大学に対する運営費交付金の大llIiH削減によってまかなわれるという想定であ

るという。現在の交付金の6分の1が削減されることになる。あるいはまた、私立大学等経常費

補助金の削減も'11]題となるかもしれない。極めてラジカルな構造変化が意図されているといえ

よう。

総合科学技術会議が、こうした機関補助から競争的資金への以降の論拠のつとしているの

が、競争的資金の役割が大きいといわれるアメリカの事例である.そこで、日本とアメリカの

高等教育への社会的資源の流入パターンを推計して図表6-2,6-3に示した。ただし上述の

OECD推計とは推計上の方法、推計年次の相違によって、少し値が異なる。

グラフをみれば確かに、競争資金におけるアメリカ（対GDP比0188％）と日本（同0.028％）

との差は大きく、日本がまだ競争的資金において'1:ち遅れていることは|ｿ｣に|である。しかし政

府支出の教育費全体をみれば、彼我の差はむしろ機関補助において（米0772％、日0392％）

の力が、競争資金においてより大きい。アメリカとの比較によって、競争資金を拡大するとい

う議論は成り立っても、それを機関補助を削減することによって達成するという理屈は出てき

そうにない｡
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図表6-2高等教育費の負担（対ＧＤＰ比％）

日本 米国

(2000年） (1995-6年）

政府

機関補助 ０３９２ 0.772

0.188

0.225

1.185

競争資金

奨学金支出

ＯＯ２Ｒ

０．０２４

政府計 ０４４４

民間

授業料 0．６９４ ０．７０８

寄付金 ００５０ 0．２０９

民間計 ０７４４ ０．９１６

総額 1．１８８ ２１０２

奨学金貸与額 ０．０７５ ０．５３５

出所：国の予算、DiqestofEducationStatlstics等

図表6-3高等教育への資金の流れ・設置形態別（対ＧＤＰ比％）

機関補助‘日本 ０．４０ 0．０６

米国 Ｏ厨： 0.09

冊DC競争資金･日本

米国 0.12 ＵＯ７
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また英国では1990年代に、高等教育においても競争メカニズムの強化、研究機能の集中化の

一環として、大学財政審議会（HEFC）によって大学に配分される研究資金の大きな部分を、

各領域の学術審議会が管理するプロジェクト方式の競争研究挫に移管した。しかしその結果と
して、競争的資金の獲得に極めて強いインセンテイブが働いたために、各大学にとっては研究

プロジェクトの確保が極めて重要な行動目標となり、実質的には機関独自の予算を用いて研究

プロジェクトを行うこととなった。そのために財政事情が急速に悪化した大学が続出した。ま

た大学のインフラストラクチャーの維持補修に十分な費用がかけられず、１，９０年代終わりには

危機的な状況に達し、政府はこれに対処するために新しい補助金プログラムを設定せざるを得

なかった。

いずれにしても、機関補助と競争資金との間に、適当なバランスと組み合わせのメカニズム

が必要だということだろう。アメリカの州立大学では、教育の費用及び研究者の賃金、施設な

どは基本的に政府補助金と授業料でまかなわれ、私立大学では授業料と基本財産の運用収入と

寄付金でまかなわれる。連邦政府を｢iwL､とする競争的資金はそうした大学独白のファンドとの

組み合わせでその機能を果たしているのである。

日本においては高等教育の研究フアンデイングについて、文部科学省ないし中央教育審議会

と、総合科学技術会議の二つの政策・計画主体が実質的に並存しており、それがこうした点で

の展望を行い難くしている,ＩＩＬ(も重要な'1W1題である。

授業料と奨学金

第三の焦点は授業料である。前述のようにアメリカにおける高等教育に対する資源投入水準

は日本に比べて格段に高いが、その一つの重要な要因は、学部教育に対して質的な投資がなさ

れていることにある。特に情報インフラの整備や、学生の基礎学力支援プログラム（例えば文

章を添削するスタッフを数十人抱えている大学は珍しくない）など、学部教育をシステムとし

て強化するための様々な手段がとられている。それを反映してアメリカの私立大学の授業料は

一般にほぼ日本の２倍以上となっている。Ｅ|本においても学部教育の高度化が目指されるとす

れば、授業料の増額は避けて通れない'1i題となる。

ところで日本の授業料水準は、これまで一種の構造的な枠組みによって決定されていた。す

なわち国立大学の授業料水準は私立のほぼ半分程度に設定されており、国立大学と学生を奪い

合う、選抜性の高い私立入学では授業料をあまり高く設定することができなかった。むしろ選

抜性のより低い大学で授業料水準が少し高いという現象もみられたが、しかし私学間の競争に

よって‐定の水準から大きく外れることはなかったｃ私学の経営に国立大学が大きな制約とな

っていたともいえるのであって、いわゆる私学と|刊立大学との「イコールフッテイング論」の

現実的な基盤の一端はここにあるともいえる。

しかしこうした構造が覆る可能性が今生じている。すなわち国立大学法人は一定の基準`値の

上下１割以内であれば目'11に授業料を設定できることになっている。そうした裁量権を行使す

るlJHI立大学法人はまだ出ていないが、今後政府補助金が大幅に削減されるといった状況が生じ

た場合にば、授業料の値上げを余・儀なくされる大学も生じることになる。いったんそうした動

きがでれば、’二kl立大学全体としてそれが賢明な選択か否かは別として、それに追随する大学が

多くなり、授業料水準がスパイラル的に上昇することも考えられる。これは私立大学にとって

は、授業料の重しが外れることを意味する。
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他方で授業料の上昇は、教育;機会の均等性に大きな問題を生じさせることもいうまでもない。

また中高年の所得の伸び悩みによって、授業料水準が過度に上昇すれば、進学需要そのものが

抑制される可能性もある。さらに成人の学習需要が拡大すれば、そうした人々が授業料を負担

することを可能にする仕組みが必要となることはいうまでもない。新しい需要を拡大させるた

めにも、何らかの手段が必要とされる。

こうした視点から重要なのは奨学金制度である。この点でアメリカと']本の格差は著しい

(前掲図表6-2)･奨学金を目的とする政府支ｌＬｌ１は対GDP比率で、日本は0.024％とアメリカの１０

分の'程度にしか過ぎない。アメリカとＨ本の蹴大の差はここにあるといってもよいかもしれ

ない。また授業料負担の総額と、政府管]ｉ１１ｌの奨学金の支給額（ローンを含む）との比率を求め

ると、日本では1割に過ぎないが、アメリカでは8割近くになる。まさに桁違いといってよい。

ただ奨学金をめぐる日米の差は、資金量のみにあるのではない。’E１本では奨学金の不返済が

貸し付け総額の3割に及んでおi，、貸与コストが極めて高く、政治的にも貸付総額の犬,|,Ｆ１増額

が難しい状況になっている。アメリカにおいても－時、不返済が増加したが、奨学期の返済を

所得税制度と結びつけて運用するようになった。上述の英国、オーストラリアなどの「後払い

授業料」制度も所得税制度と密接に結びついている。日本においては、納税者番号制に対する

強いアレルギーからこうした制度の可能性は広く議論されていないが、教育機会の均等、また

成人を含めた教育機会の保証のためには、極めて重要な手段であることを認識する必要がある。

311大学経営への課題

このように具体的な政策をめぐってはいくつかの敢要な論点があるとしても、一般的には前

述のような高等教育のファンディングの構造nOな変化が起こることは疑いない。その重要な含

意は、大学の経営機能が極めて重要となるという点である。

従来の大学においては政府補助金及び授業料収入はほぼ毎年安定している一方で、人件費を

中心とする支出構造についても大きな変動はなく、予算の配分に特に大きな意思決定が必要と

されたわけではない。また国立大学においてはかなり詳細に予算を使う組織や使途が明示され、

それが予算使用上の大きな制約となっていた反|、で、意思決定の必要も少なかった。

しかし前述のように大学へのファンデイングが多元化し、それぞれが大学に対して独自のサ

ービスを要求し、対価を支払う、という環境の中では大学経営の役割は大きく異なる。それは

単に会計的な処理が複雑になるという理由だけではない。

一般に企業は製造原価を算出して、それと製品の需要を勘案して製品の価格を決める。ある

いは損益の判断もそうした基準で行われる。しかし大学では、組織内で行われる教育・研究活

動は本質的に極めて多様であり、いわば''１１I々の労働者（教員）が独白の製品を作っているとい

ってもよい。また異なる専門分野が共存し、また教育と研究活動が同時に行われることによっ

て組織としての大学の生産性が確保される（絲済学者の言葉を使えば「結合生産｣)。したがっ

て、一定のアウトプットを形成するために必要なコストを算出することが極めて難しい。こう

した意１床で、大学の経営は一般の企業よりはるかに複雑な問題を抱えている。競争的な資金の

獲得がかえって大学全体の経営危機を招くという、前述の英国における皮肉な現象は、まさに

こうした事情から生じたのである。
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さらに長期的な資金計画も重要な課題となる。これまでの安定的な経営環境下では私立大学

は、長期的な授業料水準から一定水準の基本全組入れを行っていれば、基本的な建物設備を確

保することができた。国立大学では、建物設備とその保守は予算でまかなわれるものだから、

問題は文部科学省への予算要求をいかに実現させるかに過ぎなかった。

しかし今後はそうした安定的な基盤が脆弱化し、収入が多様化する一方で、大学が独自の強

みを発揮し、新しいマーケットを確保するためには、教育や研究に先行的な投資を行うことが

要求される。そうした要求に応じる産業も出現している。アメリカでは私立大学だけでなく、

公立大学も債券を発行して独自の資金調達を行うことが一般化し、大学に対する金融機関の格

付けも公表されるようになった。大学の設備の一部に着いてはPFIを用いることが日本でも行

われ始めている。他方で、そうした投資行動が一定のリスクを生じさせることも事実であり、

その管理も大学経営の課題となる。

以上に述べたように今、高等教育ファンデイングの構造変化は、極めて大きな変化を遂げよ

うとしている｡その底流には、一般に市場化の潮流があることは事実であるが、個々の具体的

な改革の在り方は決して自明ではなく、そのディテールこそが日本の高等教育と大学の将来を

決めるといえよう。制度全体と、個々の大学のレベルの双方で、広い視野から議論を行い、新

しいメカニズムを形成していることが求められているｃ

7４
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第７章将来への投資としての国立大学
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'１丁槁等教育投資の「再」発見一教育投資の効率性と平等性

金融資本（機械設備）の投資をいくら増やしても、一向に経済成長しない国がある。その一

方で、金融資本の投資増分を上回って成長する国もある。同じ国の労働者にも、富める者と貧

しき者がいるｃなぜ、だろうか。この経済成長と不平等の要因を解明する鍵を発見したのは、

1950年代後半の経済学者だった。金融資本や労働の量よりも大切なのは、労働の「質」と「技

術革新」であると彼らは考えた。つまり、教育と研究が、Ｉ過Ｉと国民を豊かにする最も重要な要

因であることを発見した。その後における教育および科学技術マンパワーの拡大は周知のとお

}〕であ１，、６０年代には、いずれの国も積極的な教育成長政策を選択してきた。この教育成長政

策を支えた考え方が、機械のような物的資本よりも人間への投資を重視する人間資本（Ｈｕｍａｎ

Capital）理論である。しかしながら、７０年代後半の国際的不況によって、教育は生産性の向上
に役立たないという懐疑的な見方が登場することになる。大学は過剰であり、大衆化が行き過

ぎたという意見が高まり、人間資本理論の終焉とも言われた。

ところが、８０年代の後半に入ると、知識基盤経済という産業構造の転換が、労働力の質と技

術革新への投資期待を著しく飛躍させた。そして、多くの実証分析の蓄積によって、教育と研

究開発が経済成長の決め手だとする結果が再確認されるようになった。一時的に停滞していた

高等教育は、諸外国に共通して再び成長を遂げた。

こうした時代の流れを踏まえて、ＯＥＣＤは、「HumanCapitallnvestmenl-Anlntemational

Comparison」（1998年）というレポートを発表し、１７カ国の教育投資額とその効果を分析して

いる。グローバルな知識社会の時代において、教育がますます重要になっているという事実を

真蟄に受けとめたからである。「ほとんどの国が厳しい1吋政難にあるにもかかわらず、政府は、

教育・訓練予算が経済のパフォーマンスと社会の福祉に与える影響力を測定することに重要な

関心を払っている」と指摘している。

９０年代は、人間資本理論が「再」発見された時代であるｃところが、残念ながら、日本の教

育界においては、人間資本への関心は著しく低いままになっている。少しは事情を知る人でも、

人間資本理論は60年代の古い考えだと思っているようである。ＯＥＣＤレポートには日本のデー

タが掲載されていない。こうしたところに、政府と社会の関心の薄さが反映しているように思

われる。

高等教育が大衆化すれば、その投資効果は徐々に低下すると思い込んでいるものが多い。し

かし、それは思い込みであって、事実ではない。それどころか、８０年代後半以降のアメリカで

は、一時的に低下した投資効果が上昇に転じている。そして、経済の不平等は教育投資の不平

等に起因していることが報告されている。

知識基盤経済は、一部のエリート層のみならず、社会の成員全体の教育・訓練・スキルの向

上を要請している。それは、スキルのある者とない者との間の格差が人きぐなる社会でもある。

高等教育への投資は、経済の効率性を高めるだけでなく、社会の成員の不平等を是正する効果

をもっている。最近の日本においても不平等問題が盛んに議論されるようになったが、不平等

の要因を解明し、政策にリンクさせる研究は蓄積されていない。我が国も、普通の国花みに

｢教育・訓練予算が経済のパフォーマンスと社会の福祉に与える影響力を測定することに重要
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な関心を払い｣、この分野の研究開発を推進させることが求められている。

Ｉ zjl3O代の労働需要は大卒者にシフトしている

ＯＥＣＤレポートに、高卒者と大卒者の所得格差が掲載されている。主な国について、所得格

差の小さい順に並べたのが図表7-]である。数値の対象は、３０歳から44歳の男子（]995年）であ

る。スイスの132は、高卒の所得を100とした時に大卒の所得が132になることを示している。

つまl)、大卒者は高卒者よ|)“2％ほど所得が多い。大学四年間で所得が32％増加することに

なるので、この増加分を4で割ると、大学１‘'二換算で97得が何％増加するかを意味することに

なる。この値を表１の右欄に記した。スイスでは、人卒所得が高卒よりも32％多いので、大学

一年換算のI椥|]率は8.0％になる。この増加率は、大学投資の収益率を測定する簡便法として用

いられる。入学の在学年数は4年とは限らないが、ここでは便宜上、４で除した数値を示してお

いた企

図表7-130-44歳男子の学歴と所得（1995年）

相対所得

（大卒／高卒）

１３２

１３８

１３９

１４８

１５０

１５２

１６２

１６３

１７０

１８０

大学在学一年あたりの

所得増加率（収益率）

８．０％

９．５

９．８

１２．０

１２５

１３．０

１５．５

１５．８

１７．５

２０．０

１４．３

６８

スイス

デンマーク

イタリア

ドイツ

カナダ

スウェーデン

イギリス

オーストラリア

アメリカ

フランス

ＯＥＣＤ１７ケ国平屹

日本

1５７

１２７

図表7-]にみるように所得格差が競例､さいのは、スイスであり、簡便法の収益率は8％にな

る。次いで、デンマーク、イタリア、ドイツと続いている。そして、学歴１１W格差が最も大き

いのはフランスで、大卒者の所得は高卒者の1.8'倍になっている。２０％という非常に高い収益

率である。この値が学歴主義の強弱を示す指標だとすれば、フランスが最も学歴主義の強い

|玉|になる。

日本のデータは、ＯＥＣＤレポートに掲載されていない。厚生労働省『賃金構造基本調査』の

該当する年齢層の所得をみると、大卒は高卒の1.27倍になっている。この格差は、スイスより
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も小さく、Ｅ|本が最も学歴主義の弱い、平等な'1畠|である。収益率は、ＯＥＣＤ平均（143％）の

半分ほどで、6.8％である。

図表7-]の結果の読み方は一意的ではない。ここで注意しておく必要があるのは、最近の'1本

の労働市場の変化である。図表7-1に対応する１１ｔ代の学歴間格差が、９０年代に入ってから着実に

上昇しているからである。図表7-2に、３０代前半と後半の大卒／高卒比率の推移を示しておいた。

30代後半の格差をみると、125の水準から135の水準まで上昇している。２５％の増加から３５％の

増加にシフトするというかなり大きな変化である。スイスの水準を越えて、デンマークやイク

リアに近くなりつつある｡

図表7-2大卒／高卒の所得格差一日本の時系列データ

給与（大卒/高卒）
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出所：￣賃金構造基本調査jlの各年版より

Ⅱ本の年齢別所得は、年とともに上昇する傾向をもっており、学歴間の所得格差も年齢とと

もに拡大するという特徴をもっている。浩ｲﾄﾞ)瀞をjlzi等的に処遇して、徐々に格差をつける。そ

れが日本型経営の一つの特質になっている。この特質が、９０年代になって大きく変わろうとし

ている。３０代前半の処遇は、1970年代から,０年までの間ほとんど変動がなく、１１５という平等

的水準に安定していた。ところが、この１１１:代も１２５の水準まで格差が拡大してきた。

３０代の処遇が実力主義的になったのか、あるいは、仕事の内容が知識集約化したためなのか、

その理|j=|はまだ明らかになっていない。この111:代の大卒者の数が増えてきたにもかかわらず、

大卒の相対所得が上昇したのは、労働需要の質に大きな変化が生じたことを示唆している。大

卒者の数が増えれば、必ず大卒の価値が減少するわけではない。労働供給の量だけでなく、労

働需要の質的変化を重ねて考えなければならないからである。図表7-2の結果を振り返れば、］０
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年から20年ほど前の高等教育投資は過剰だったのではなく、むしろ不足していたと解釈できる。

図表7-|および図表7-2の結果から多くを語ることはできない。教育の投資効果を主張するよ

りも重要なのは、教育の効果を多INT的に計測し、同時に効果の要因とメカニズムを解明する研

究を蓄積することである。

131社会的投資としての国立大学一財政支出は効率的な投資である

図表7-1に示した収益率は簡便法だが、最も一般的な方法は教育の費用と生涯所得による収益

を比較考量する計測法である。詳細は省略するが、人卒考の生涯所得は3億1,600万円で、高卒

者よりも8200万円多い。この収益8,200万円が大学の経済Ｉ｢||i値（収益）を計測するものさしに

なる。

ここで大事なのは、「税金を含めて所得を推計するか、含めないか」によって投資効果を解

釈する視点が異なることである。8,200万円というのは、税込みの所得である。大卒者個人の収

益を測定するのであれば、税ﾘ|き後の所得を用いるのが適切だろう。そこで、税引き後の大卒

生涯所得を推計すると2億8,100万lllになる。高卒者の税U1き後所得と比較すると6,600刀円多い。

これがlliIil人の収益になる。

8,200万|Ⅲと6,600万円の差の1,600万円は、大卒が高卒よりも多く支払った税金である。大卒

者が増えれば、税収人も増加する。この増加分は、教育に税金を投入する金額を確実に上回る。

政府が若者に公的補助をすれば、将来の税収入を増加させる。高等教育への財政支出は、効率

的な投資なのである。以上の数値をまとめると図表7-3のようになる。

図表7-3大学進学による生涯所得とその収益（1997年男子／単位百万円）

税引き前の所得 税引き後の所得 税の収入

３６

＋1６

大卒者の生涯所得

菖卒基準からの増加分

３１６

＋８２

２８１

＋６６

大学進学は個人からみても効率的な投資だが、同時に、政府からみても効率的である。こう

した考え方から、大学教育投資の収益率は、次の二つに分けて分析される。

ｌ）私的収益率葛税引き後の生涯所得増加分（収益）と個人負担の費用から計算

２）社会的収益率：税引き前の'|乏涯所得増加分（収益）と個人・政府の費用総計から計算

ＯＥＣＤレポートにおいても、この二つの収益率についての計測例が報告されている（図表7-4)。

社会全体としての収益を示す社会的収益率は、フランスが最も高く１３％･鮫も'低いカナダが

9％である。それに対して、私的収祐率は、いずれの[!:|においても、社会的収益率を上回って

いる。フランスの私的収益率は2096であり、社会的収益率よりも７％高くなっている。この収

益率（正確には、限界内部収益率とよばれる）は、市場の利子率と比較できる。教育に資金を

投資（教育投資）することは、その資金を機械などの設備に資金を回す（物的投資）ことに優
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【Zr]社会的投資としての国立大学一財政支出は効率的な投資である



図表7-4大学教育投資の私的収益率と社会的収益率

社会的収益率

１０％

１１

９

１３

６１（注２）

５２（注３）

私的収益率

１１％

1４

１４

２０

アメリカ

オーストラリア

カナダ

フランス

日本：国立大学 6.3（注１）

(注)国立大学の収益率計測における直接費用を次のように設定した:私的収益率の直接費用である授業
料は50万円(注1）。社会的収益率の直接費用は､授業料と政府の支出の合計で､学生一人あたりの
教育費用を120万円(注2)と200万円(注3)の二つのケースを設定した。

るとも劣らない収益をもたらしている。

私的収益が社会的収益を上１，１っているのは、個人の澱)'１負担（授業料など）が少ないからで

ある。言い換えれば、大卒者が、財政投資による収益を私的に利用していることになる。そこ

で、個人に帰属する収益分については、授業料などによって本人が負担すべきだという論理が

成り立つ。授業料の高いアメリカでは、二つの収益率の差が１％に過ぎなくなっている。

二つの収益が等しくなるように費用負担すべきだというのが一つの政策的含意だが、社会全

体にもたらす教育の収益は、税収入をベースに計測した値を上回る。教育は、教育を受けなか

ったものにも波及する外部効果をもつし、教育による道徳的規範・社会的凝集性によって社会

が安定することなども人間資本を榊成する重要な役割である。したがって、私的収益率が社会

的収益率を若干上回る程度が、ほぼ妥当な費用負担|え分だといえる。そう考えるのが、国際的

な規範である。

ロ本の計測は、ＯＥＣＤレポートに報告されていないので、ここでは一つの試算例を引用して

おく。授業料を国立大学並みの50万円として計測すると私的収益率は６３％になる。図表7-1と

同様に、’二１本の収益率は最も小さい。社会的収益率の計測例として二つのケースをあげておい

た。個人の授業料と政府の学生一人あたり支出額の合計を120万円とした場合と200万｢ﾜの場合

である。ｉｉ者のケースでは、６」％になり、ほぼ私的収統率に等しくなる。200ﾉｺﾞ円の費用がか

かるとすると５２％になり、社会的収益率がＬ1％ほど小さくなる。日本の収益率は小さいけれ

ども、長期国債が１％前後という低金利の時代を考えてみれば、教育にお金を回すのは、非常

に効率的な資金運用である（|｣本の収益率が低い理由については、文末の注で触れておいた)。

社会的収益率に二つのケースを設けたのは、国立大学の教育費が一意的に定まらないからで

ある。ぽ|立の経費には、病院やjlDi究所、及び大学院が含まれているし、人件Y1iについても、教

育のための費用と研究のための費用を|ヌー別できない。Lii純な平均値から費用を算出すると教育

費が過剰に評価されるので注意しておいてほしい。

いずれにしても、私的収益率と社会的収益率の相対的位置からすれば、国立大学の授業料は、

国際的規範からみて妥当な水準にある。授業料の値上げ政策が正当性をもつのは、アメリカと

日本の二カ国以外の国である。諸外匡|、とりわけヨーロッパで、授業料の導入と値上げが政策
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課題に議場するのは、こうした事情からである。にもかかわらず、我が国の授業料を上げるべ

きだとi:そ張するのは、このような国際的事情を知った上での発言なのだろうか。

因みに、私立大学の授業料（l()()万円）で計測すると私|`1<'１収益率は5.6％に｢がる。私立の場

合には、私的収益率が社会的収縮率よりｉＭ､さくなる.こうした逆転現象は、欧米先進諸匡|に

はみられない。私立大学の授業料が高すぎるということである。私立大学の卒業生は、個人の

収益よりも税収入の増加に貢献している。フランスの賛I|]負扣とは、大きく逆転した構造なっ

ている。

この私立入学の奇妙な現象が長く続いているのは、私には不思議に思える。それどころか、

国立大学の授業料を私立大学並みにすべきだという政治圧力が支配的になっている。考えなけ

ればならないのは、国立を私立に近づけることではない。私立を国立の水準にシフトさせなけ

ればならない。それが、経済的・財政的にみた大学教育投資の基準である。

'４１大学の知的資本は複合的かつ波及的社会効果をもっている

ＯＥＣＤレポートは、投資効果の計測を報告することが|Ｉ的ではない。維済的パフォーマンス

の貢献だけでなく、社会福祉への貢献を計測する必要性があることを強調している。政治的安

定、社会的連帯、そして個人の知識が他者に波及する外部効果、などを含めた検討が必要にな

る。

そればかりではない。大学の研究がもたらす直接的な経済効果及びその波及効果も大きい。

研究開発をリードしているのは大学であり、それらの蓄積が研究開発の活性化を促している。

国立大学は、日本の研究開発を支えている拠点だから、ますますその役割が大きくなっている。

研究開発が経済的パフォーマンスに貢献していることについての諸外国の実証研究は着実に

蓄積され、イリ|:究開発及び知識集積の外部効果など、その大きな効果が確認されている。知識基

盤経済を支えるのは、人間資本と研究開発への投資である。二つのうちのどちらが重要かとい

う問題ではない。この二つが一体になって、それぞれの効果が相互作用し、広く波及する。

ここで先行研究を紹介するゆとりはないが、「知識社会」「産学連携」という言葉を乱用する

ことよりも、大学の教育と研究が、経済及び福祉に貢献している事実について実証的なデータ

と分析を蓄積することが重要である。この点について、日本の研究は極めて貧困である。この

貧困が大学改革を混乱させている。

本章の主旨は、教育投資の収益率から結論を導き(Hすことにあるわけではない。ＯＥＣＤレ

ポートもまだ｜分な分析がなされていないが、教育とjlJl:究の社会経済効果についての実証分

析と理解において、我が国はＯＥＣＤ諸国の中で非常に立ち遅れているｃこのことを十分に自

覚することからはじめなければならない。

[5]少子高齢社会における公教育システムの設計:三世代の循環賦課方式

小さな政府が標梼されている時代に、高等教育への財政投資を増やすべきだというのは、時

代遅れの発想だと思われるかもしれない。しかし、「小さな政府」というのは、はやりの「考

え方」に過ぎなく、未来永劫に支持されるわけでは決してない。

社会の柵祉と人生の豊かさを１:ll係するためには、どのような社会を設計するのが望ましいか。
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小さいか、大きいか、を議論する前に、この基本的な問いに真塾に答える努力をしなければな

らない。そのためには、これからの少子高齢社会を長く生きる若者の立場に立って、若者の人

生の設計を視野に入れなければならない。大学は誰のためにあるのか。答えは明らかである。

若者のためにあるｃ

人生設計を理解するためには、次の三つの１１:代に分けて考えるのが分かりやすいだろう。教

育世代／雇用１１t代／年金世代の三つである。言い換えれば、次世代（孫）／現役世代（子）／

引退1t代（親）になる。教育政策／雇用政策／年金政策の三つを連動させ、統合させることが、

人生を、そして社会を豊かに設計する骨格である。小菩な政府の考え方は、この長い人生に必

要な資源を、「個人」が「市場」から調達する仕組みを強調している。市場の特徴は、意思決

定が短期的で、ころころ変わるところにある。それが市場の長所だが、長所はまた欠点でもあ

る。市場だけに委ねる人生はギャンブルである。「人生のギャンブル化」が現代社会の特質に

なりつつある。

しかし、現実を冷静に考えてみれば、年金を個人の積み立て方式（市場）に委ねることはで

きない。４０年も先の未来は誰にも分からないからである。年金は、「雇用世代」が「年金世代」

を支える賦課方式を採用するしかない。年金の積極的賦課方式支持論を明解かつ論理的に展開

したのが、権丈善一の「年金改革と積極的社会保障政策』である。多くの人に読んでもらいた

い本である

不安定で不確実な市場だけに委ねたり、自分の力を過信しすぎたl)、家族の親孝行だけをあ

てにしたりするよl)も、見知らぬ他人が協力して、社会の子育てと親孝行のシステムを設計す

るのが望ましい。そのためには、第一に、雇用世代の雇用政策を充実させなければならない。

働きたくても働けない失業は、何よりも先に優先的に解決しなければならない社会政策である。

この優先を忘れたために、長い不況が続いている。働く機会がなければ、雇用世代と年金W二代

の接続が成り立たない。そこで、次に重要なのは、教育１１t代と雇用||｣青代の接続である。将来の

雇用を担う若者（次世代）の教育を充実させなければならない。繰り返し述べてきたように、

教育は、個人にとっても、社会にとっても、有益な投資である。次世代の教育に投資すれば、

彼らが雇用世代になった時のパフォーマンスは確実に高まる。

ところが、この教育の費用を個人負担にすべきだという方向に動いている。例えば、すべて

の学生に奨学金を与え、授業料の決定をすべて市場に委ねればよいとする意見がある。そこま

で主張しなくても、奨学金の充実が最も適切な教育政策だという意見は根強い。奨学金政策は

若者本人が教育費用を負担するという方式である。このすべてが悪いとはいわない。しかし、

奨学金政策は、二次的・付加的な方式であって、教育財政政策の根幹ではない。

なぜなら、日本の私立大学のように、教育費を個人負担しながら、公的補助金よりも多くの

追加税金を支払うのは奇特すぎるからである。それだけではない。教育費を個人負担にしてお

いて、彼らが雇用111:代になった折に、年金を賦課方式で負担せよというのでは、個人と社会の

負扱勘定が合わない。大人のご都合主義的発想であり、働く若者は年金を負担する気持ちにな

れないに違いない。将来の経済と年金を支える次１１k代の教育費用は、現在の雇用世代が支援す

る。その方が、見知らぬ他人同士が助け合う社会システムとして説得的である。次世代が働く

ようになったら、本人の奨学金を返却するのではなく、今の現役世代の年金を賦課するのがよ

い。次Iu代もいずれ引退世代になるのだから。

今の年金世代も、ゆとりのある限り、出来るだけ教育世代（孫世代）を支援するのが道義だ
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ろう。しかも、最近の年金世代の預貯金額は非常に多いという。その資金を孫世代のために運

用する「教育資金ファンド」が設計できないものかと思う。

雇用世代が年金世代を賦課するのは、将来の自分への投資である。そして、雇用世代が教育

世代を支援するのは、自分の昔の教育に対する感謝であり、返済であり、同時に、自分が年金

世代になった時に助けてくれる次世代への投資でもある。

個人の力だけで、長い人生を生きることはできない｡人は、誰でも、誰かの世話になって育

ち、誰かの世話になって人生を閉じる。このあたりまえの事実を素朴に考え、助け合いの社会

システムを工夫すれば、今よりは安心して、信頼できる社会を設計することができるはずであ

る。雇用世代の負担は、昔のお世話に対するお礼であり、引退後のお世話に対する先払いのお

礼である。どの程度の規模の政府が望ましいかどうかは、人生と社会を支える骨格を明らかに

した上での判断でなければならない｡日本は、先進諸国の中で最も小さな政府である。小さけ

れば小さいほどよいという説の根拠を、素朴な私は理解できない。

教育世代／雇用世代／年金世代の三世代にわたる循環賦課方式を採用するのが少･子高齢社会

を設計する骨格である。安心して子どもの教育を公立学校に任せられずに、親たちのストレス

は高まるばかりである。教育費の家計負担を減らして、信頼できる公立の学校を充実させるこ

とが、少子化に歯止めをかける社会システムである。塾や私学などの過剰な子どもの教育支出

が親の芸術文化活動の支出に回れば、新しい消費の刺激にもなる。

もちろん、すべての教育費を税金で調達すべきだと主張しているわけではない。個人負担と

社会負担の折り合いはつけなければならない。幸いなことに教育は、未来の個人生活と社会全

体を豊かにする社会経済効果をもった公共投資である。加えて、しかも、助け合いの道徳を教

えるのが教育である。助け合いの道徳を主張しながら、教育の費用を個人負担にするというの

は理にかなっていない。｛|iil人負担は、自分の利益を優先することを正当化する経済作法だから

である。

公教育を私教育化すべきだとする最近の風潮は、若者の人生を不安にさせ、不安定にさせ、

利己的にさせるだけである。そこに公共心が育まれる土壌はない。教育は、経済的にみても、

道徳的にみても、優れた公共投資である。このことを理解して、三世代にわたる循環賦課方式

の人生と社会を設計することが、高等教育のグランドデザインを描く骨格ではないだろうか。

（注）日本の教育の収益率は、なぜ小さいか．その理由は謎だが、いくつかの理由が考えら

れる。とりあえず、三つだけ上げておく。１）1960年ごろの収益率は、９％前後だったから、

大学の大衆化も一つの理由である。２）学歴間の所得格差が小さいのは、平等的処遇が浸透し

ているからでもある。不平等な社会ほど学歴間格差（教育の収益率）も大きい。３）こうした

経済的理由に加えて、収益率の技術的計算の性質によるところが大きい。収益率は、複利計算

の逆算方式で、将来の収益を現在の価値に割り引いて計算する。この計算方式は、未来の価値

を過剰に小さく推計する。１０年後の100万円と30年後の]００万円とは大違いである。仮に利子率

を５％として、１０年後の100万円を現在価値に割l)引くと６１万円（＝100／（(1＋０.O5ylO))。

30年後の100万円は、２３万円の価値しかない（＝]00／（(l＋005）ヘ３０))。ところが、日本の所

得の学歴間格差（＝収益）は、２０代ではほとんど差がなく、平等である。徐々に拡大して、３０

年後ぐらいに学歴間格差が最大になる。つまり、教育の収益が大きくなるのは２，３０年後にな

る。この生涯にわたる長期の収益をすべて現在価値に換算し、それらをすべて足し算して、収
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益を計算する。したがって、この計算では、若いときに収益があるほど大きく評価され、年が

経つごとに収益の価値は小さくなる。国によって異なるが、欧米では、若い時期に教育の収益

が高く発生し、それと同じ収益がその後に持続するという国が多い。この年齢別所得と計算技

術の特性を重ねると、［|本の場合に、収益率が小さく計測されることになる。経済理論的には、

それで構わないが、収益率を大きいとみるか、小さいとみるか、という主観的判断は、市場の

利子率だけでなく、人々が現在の生活を重視しているか、未来の生活を重視しているか、とい

う時間の選好によって異なる。教育の収益率が小さいにもかかわらず、教育投資に熱心だとい

うのは、｜｣本人が、現在よりも未来を重視する人生観をもっていることを含意している。
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あとがき

この報告書の作成に関わった執筆メンバーは、必ずしも現在の国立大学のあり方を自明と思

っているわけではない。また、これまでが国立大学の社会的な存在理由がそのまま将来に向か

っても妥当するものと考えているわけでもない。むしろこれまでの国立大学の位置づけに、一

部で考えられているよりははるかに深刻な問題が生じているというのがコンセンサスであった

ともいえよう。しかし、それが国立大学の存在理由が既になくなった、という結論を直ちに導

くものでもない、というのもまた執筆者の共通に感ずる点であった。

一般に古い制度に軋みが生じているときに、新しい制度への移行を考えるのは当然であろう。

しかし、その時に陥りやすい一つの重大な危険性は、旧来の制度の欠陥に注目する一方で、｜日

来の制度が実際に果たしている役割を正確に認識しないことである。結果として、新しい制度

がより大きな問題を生じさせる可能性もある。また、そうした危険に対する配慮が、「改革」

と「抵抗」との間の不毛な対立を生み、ひいては奇妙にねじれた「改革」を生じさせていくこ

とも少なくない.

そうした状況に陥らないために頭要なのは、現在の制度がどのような機能を果たしており、

また、その枠の中でどのような変化が可能であるのかを正確に認識することである。国立大学

についていえば、現在の国立大学がどのような社会的な役割を果たしているのか、そして法人

化の後にどのような可能性が生じているのか、を明らかにすることにほかならない。また、そ

れを日本の高等教育をめぐる社会の議論に反映させていくことも極めて重要である．こうした

考え方が我々の作業の出発点となった。

そうした発想から本報告書では第１章から第５章までにわたって、国立ソk学の現状と可能性

について分析してきた。時間の制約から必ずしも十分な分析となっていない点も多いが、少な

くとも以下の点は明らかになったのではないかと考える。

第一に、｜工|立大学の教育、研究上の機能は、社会一般に感じられているより、はるかに深く、

大きい。それは130年にわたるＲ本の近代化と経済発展の知的基盤をなすものとして国立大学

が発展し、社会に組み入れられてきた結果として、それが既に意識に上らないようになってい

るともいうことができる。国立大学は様々な面で、日本の社会の不可視的な知的基轤となって

いるｃ

第二に、しかし、現在の国立大学の機能が十分でない点が少なくないことも事実である。特

に新しい知識社会の進展に伴って、国立大学に対する社会的な要求はむしろ拡大しており、こ

れに対して国立大学がどのように効率的に応えていくことができるのかが、国立大学にとって

最大の課題であり、またその成否が日本の将来をも左右することになる。そうした意味で国立

大学は極めて重要な課題を負っている。

第三に、既に|玉|立大学は法人化を経て大きく変化しつつある。法人化の制度そのものは既に

導入されているが、法人化とは変化への基轤を形成したに過ぎないともいうことができる。問

題はその制度を基に具体的に国立大学がどのように変化していくかが問われている。同時に、

国立大学が様々な意味で変化しはじめているという点も十分に評価する必要がある。

こうした分析結果は前述のように、「国立」大学がなぜ必要なのか、それは国立以外の形態

－８７－



でも可能ではないか、という問題に直接答えるものではない。しかし、そうした問題へのアプ

ローチに重要な土台をなすものといえよう。われわれの研究会としては、それを更に発展させ

て、更に国立大学の存在意義に関する体系的な分析作業を行うことを次の課題としたい。

－８８－
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